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第１章 総 則 

この土木施工管理基準は、沖縄都市モノレール建設工事についての施工管理の基準を定めた

ものである。この基準に規定していない事項については沖縄県土木建築部発行の土木工事施工

管理基準を適用するものとする。 

１－１ 目  的 

この管理基準は、沖縄都市モノレール建設工事の施工について、契約図書に定められた工期、

工事目的物の出来形及び品質規格の確保を図ることを目的とする。 

１－２ 適  用 

この管理基準は、沖縄都市モノレール建設工事について適用する。 

ただし、設計図書に明示されていない仮設構造物等は除くものとする。また、工事の種類、規

模、施工条件等により、この管理基準によりがたい場合、または、基準、規格値が定められて

いない工種については、監督職員と協議の上、施工管理を行うものとする。 

１－３ 構  成 

                工 程 管 理 

施工管理         出来形管理 

（工事写真を含む）       品 質 管 理 

１－４ 管理の実施 

（１）受注者は、工事施工前に、施工管理計画及び施工管理担当者を定めなければならない。 

（２）施工管理担当者は、当該工事の施工内容を把握し、適切な施工管理を行わなければならな

い。 

（３）受注者は、測定(試験)等を工事の施工と並行して、管理の目的が達せられるよう速やかに

実施しなければならない。 

（４）受注者は、測定(試験)等の結果をその都度管理図表等に記録し、適切な管理のもとに保管

し、監督職員の請求に対し速やかに提示するとともに、工事完成時に提出しなければならな

い。 
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１－５  管理項目及び方法 

（１） 工程管理 

受注者は、工事内容に応じて適切な工程管理(ネットワーク、バーチャート方式など)を行

うものとする。ただし、応急処理又は維持工事等の当初工事計画が困難な工事内容について

は、省略できるものとする。 

（２） 出来形管理 

受注者は、出来形を出来形管理基準に定める測定項目及び測定基準により実測し、設計値

と実測値を対比して記録した出来形管理図表を作成し管理するものとする。 

なお、測定基準において測定箇所数「○○につき１ヶ所」となっている項目については、

小数点以下を切り上げた箇所数測定するものとする。 

（３） 品質管理 

受注者は、品質を品質管理基準に定める試験項目、試験方法及び試験基準により管理する

ものとする。 

この品質管理基準の適用は、試験区分で「必須」となっている試験項目は、全面的に実施す

るものとする。 

また､試験区分で｢その他｣となっている試験項目は､特記仕様書で指定するものを実施する

ものとする｡ 

１－６  規格値 

受注者は、出来形管理基準及び品質管理基準により測定した各実測（試験・検査・計測）値

はすべて規格値を満足しなければならない。 

１－７  その他 

（１） 工事写真 

受注者は、工事写真を施工管理の手段として、各工事の施工段階及び工事完成後明視でき

ない箇所の施工状況、出来形寸法、品質管理状況、工事中の災害写真等を写真管理基準(案)

により撮影し、適切な管理のもとに保管し、監督職員の請求に対し速やかに提示するととも

に、工事完成時に提出しなければならない。 
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第２章 工 程 管 理 

２－１ 目的 

工程管理の目的は、所定の工期内に与えられた工事を、①良い品質、②最低の費用、③最小

の時間という相反する３つの目標を満足しつつ完成させることである。したがって、計画、実

施が良好であることを常にチェックし、望ましい施工状態にしておく必要がある。このため、

工程管理は工事の各単位作業を有効に組合せて各単位作業工程を構成し、その単位作業工程を

さらに総合工程に組立てて工程計画を樹立し、これに基づいて材料、労務、建設機械及び順序

よく手配運用し、契約条件に示された基準を満足する構造物を、所定の工期内に完成していく

ための管理である。 

工程管理 

２－２ 工程管理上の留意点 

（１）工程表は、組合せ工種が多い工事については、ネットワーク（ＰＥＲＴ－ＣＰＭ）により、

単純な工事については、横棒式工程表（バーチャート）あるいは斜線式工程表により作成す

る。他に曲線式工程表があるが、単独ではなく事例作成に示すとおり、上記工程表との併用

で作成される場合が多い。工事内容に応じて適切な工程表の様式を選択して管理する必要が

ある。 

（２）工程表は、全体工程表だけでなく、重点的に管理を行う必要がある部分については、部分

（細部）工程表を作成する。 

計画

工程計画

日程計画

材料使用計画

労務使用計画

建設機械使用計画

予算使用計画

実施

工事指示

作業量管理

進度管理

手配管理

実績資料管理

材料手配管理

労務手配管理

建設機械手配管理

予算手配管理
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（３）工程の計画に当っては、契約の竣工月日ぎりぎりの工程としないで、工事の規模、困難性、

施工時期等を勘案して、少なくとも全工期の１０～２０％程度工期を短縮して計画すること

が望ましい。  

（４）計画工程と実施工程が相違を来した場合、あるいは予想される場合、又は変更指示契約変

更があった場合は、残工事に対する変更工程表を作成する。 

（５）作成に当たっては、下記の事項を十分考慮して作成する。 

①工事及び作業の制約 

（イ）先行工事や後続工事の関連から当該工事の着工、完了時期、施工方法 

（ロ）現道工事等、施工箇所の立地条件による施工時期、施工時間、施工方法 

（ハ）関連機関との協議、工事用地の確保、支障物件の撤去等の有無 

（ニ）公害防止対策等の為の施工時間、施工方法 

②環境（地形、地質、気象、水理等）を考慮した施工計画 

③施工順序 

④労務、機械の使用計画 

⑤作業能力及び標準稼働時間の決定 

⑥工事期間の作業可能日数の算定 

２－３ 作成要領 

（１）工程計画の作成 

①工事の施工順序と作業内容を決定する。 

②各作業の標準作業量及び作業日数を決定する。 

③各作業ごとに必要な技能、職種別人員配置及び機械に使用投入計画を決定する。 

④各作業に必要な機械、施工施設及びその配置を決定する。 

以上の手順により工程管理図が作成される。 

（２）日程計画の作成 

工程計画で作業順序を決定後、各作業ごとに作業可能日数、標準作業量あるいは機械、労

務、建設機械及び予算等の手配関係を検討し、いつ着手し、どのような日程でいつ終了する

のかの具体的日程を計画することであって、これは全工事期間を対象として旬又は月の単位

で示した日程計画及び工事の内容や重要度に応じてある単位期間毎に日々の日程を示した各

作業の日程計画などについて立案検討して作成する。 

（３）使用計画の作成 

作業順序の決定後、各作業の日程計画に関連させて各作業に必要な材料、労務建設機械及

び予算をいつ、どのように、どれだけ必要であるかを現有材料、建設機械労務などの能力を

考慮して、工務実施における手配の基本とし、建設機械、材料の投入、使用計画表及び労務

使用計画明細表を立案検討して作成する。 
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（４）工程計画、日程計画、使用計画の調整 

工程計画、日程計画、使用計画は相互に関連をもっており、次の条件等により調整する。 

①建設機械が限られた時期の他、使用できない場合 

②突貫工事の場合 

③日々雇用する労務者数をできるだけ年間平均して工事を実施する場合 

④農閑期に工事のピークを設定し、労力の強化を図りたい場合 

（５）実施工程表の作成 

①計画工程の下段に赤書きで実施工程表を記入し対比する。 

②変更指示、契約変更、既済部分検査など特記すべき事項を記入する。 

③計画工程と作業日については種々の記入方法がある。作成例については、沖縄県ホームペ

ージの工事関係(土木・営繕)を参照のこと。 
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第３章 品 質 管 理 

３－１ 目  的 

土木工事の施工に当たっては、設計図書や特記仕様書並びに土木工事共通仕様書、また各種

指針・要網に明示されている材料の形状寸法、品質、規格等を十分満足し、かつ経済的に作り

出す為の管理を行う必要がある。本基準は、それらの目的に合致した品質管理の為の基本事項

を示したものである。 

３－２ 品質管理基準及び規格値 

次表による。 

3-2-1 土  工                                 7 

3-2-2 コンクリート工                                 11 

3-2-3 鋼構造物                                 22 

3-2-4 支承                                 33 
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３－２－１ 土  工 

工 種 
種

別

試

験

区

分

試 験 項 目 試 験 方 法 規  格  値 試 験 基 準 摘   要 

試験成

績表等

による

確認 

土の締固め試験 ＪＩＳ Ａ １２１０ 当初及び土質の変化した時（材料が

岩砕の場合は除く）。 

ただし、法面、路肩部の土量は除く。

必

須

CBR 試験（路床） ＪＩＳ Ａ １２１１ 

設計図書による。 

当初及び土質の変化した時。（材料が

岩砕の場合は除く） 

土の粒度試験 ＪＩＳ Ａ １２０４ 

土粒子の密度試験 ＪＩＳ Ａ １２０２ 

土の含水比試験 ＪＩＳ Ａ １２０３ 

土の液性限界・塑性限界試験 ＪＩＳ Ａ １２０５ 

土の一軸圧縮試験 ＪＩＳ Ａ １２１６ 

土の三軸圧縮試験 地盤材料試験の方法と

解説 

土の圧密試験 ＪＩＳ Ａ １２１７

土のせん断試験 地盤材料試験の方法と

解説 

道路土工
材

料

そ

の

他

土の透水試験 ＪＩＳ Ａ １２１８

設計図書による。 当初及び土質の変化した時。 

-
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工 種 
種

別

試

験

区

分

試 験 項 目 試 験 方 法 規  格  値 試 験 基 準 摘   要 

試験成

績表等

による

確認 

道路土工
施

工

必

須

現場密度の測定 

※右記試験方法（3種類）のい

ずれかを実施する。 

最大粒径≦53㎜：砂置換

法（JIS A1214） 

最大粒径＞53㎜：舗装調

査・試験法便覧 [4]-185

突砂法 

【砂質土】 

・路体：次の密度への締固めが可能な範

囲の含水比において、最大乾燥密度の

90％以上（締固め試験（JIS A 1210）A・

B法）。 

・路床及び構造物取付け部：次の密度へ

の締固めが可能な範囲の含水比におい

て、最大乾燥密度の 95％以上（締固め試

験（JIS A 1210）A・B法）もしくは 90％

以上（締固め試験（JIS A 1210）C・D・E

法） 

ただし、JIS A 1210 C・D・E法での管理

は、標準の施工仕様よりも締固めエネル

ギーの大きな転圧方法（例えば、標準よ

りも転圧力の大きな機械を使用する場合

や１層あたりの仕上り厚を薄くする場

合）に適用する。 

【粘性土】 

・路体：自然含水比またはトラフィカビ

リティーが確保できる含水比において、

空気間隙率Vaが2％≦Va≦10％または飽

和度 Srが 85％≦Sr≦95％。 

・路床及び構造物取付け部：トラフィカ

ビリティーが確保できる含水比におい

て、空気間隙率 Va が 2％≦Va≦8％ただ

し、締固め管理が可能な場合は、砂質土

の基準を適用することができる。 

その他、設計図書による。 

路体の場合、1,000m3 につき１

回の割合で行う。ただし、

5,000m3 未満の工事は、1 工事

当たり 3回以上。 

路床及び構造物取付け部の場

合、500m3 につき 1回の割合で

行う。ただし、1,500m3 未満の

工事は 1工事当たり 3回以上。

1 回の試験につき 3 孔で測定

し、3孔の最低 

値で判定を行う。 

-
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工 種 
種

別

試

験

区

分

試 験 項 目 試 験 方 法 規  格  値 試 験 基 準 摘   要 

試験成

績表等

による

確認 

道路土工
施

工

必

須

 または、 

「RI計器を用いた盛土の

締固め管理要領（案）」

【砂質土】 

・路体：次の密度への締固めが可能な範

囲の含水比において、1 管理単位の現場

乾燥密度の平均値が最大乾燥度密度の

92％以上（締固め試験（JIS A 1210）A・

B法）。 

・路床及び構造物取付け部：次の密度へ

の締固めが可能な範囲の含水比におい

て、1 管理単位の現場乾燥密度の平均値

が最大乾燥度密度の 97％以上（締固め試

験（JIS A 1210）A・B法）もしくは 92％

以上（締固め試験（JIS A 1210）C・D・E

法）。 

ただし、JIS A 1210 C・D・E法での管理

は、標準の施工仕様よりも締固めエネル

ギーの大きな転圧方法（例えば、標準よ

りも転圧力の大きな機械を使用する場合

や１層あたりの仕上り厚を薄くする場

合）に適用する。 

【粘性土】 

・路体、路床及び構造物取付け部：自然

含水比またはトラフィカビリティーが確

保できる含水比において、1 管理単位の

現場空気間隙率の平均値が 8％以下。 

ただし、締固め管理が可能な場合は、砂

質土の基準を適用することができる。 

または、設計図書による。 

路体・路床とも、1日の 1層あ

たりの施工面積を基準とする。

管理単位の面積は 1,500m2 を

標準とし、1 日の施工面積が

2,000m2 以上の場合、その施工

面積を 2 管理単位以上に分割

するものとする。1管理単位あ

たりの測定点数の目安を以下

に示す。 

・500m2 未満：5点 

・500m2 以上 1000m2 未満：10

点 

・1000m2 以上 2000m2 未満：15

点 

・最大粒径＜100 ㎜

の場合に適用す

る。 

・左記の規格値を

満たしていても、

規格値を著しく下

回っている点が存

在した場合は、監

督職員と協議の上

で、（再）転圧を行

うものとする。 

-
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工 種 
種

別

試

験

区

分

試 験 項 目 試 験 方 法 規  格  値 試 験 基 準 摘   要 

試験成

績表等

による

確認 

または、 

「TS・GNSS を用いた盛土

の締固め管理要領」によ

る 

施工範囲を小分割した管理ブロック

の全てが規定回数だけ締め固められ

たことを確認する。 

１．盛土を管理する単位（以下「管

理単位」）に分割して管理単位毎に

管理を行う。 

２．１日の施工が複数層に及ぶ場

合でも１管理単位を複数層にまた

がらせることはしないものとす

る。 

３．土取り場の状況や土質状況が

変わる場合には、新規の管理単位

として取り扱うものとする。 

必

須

プルーフローリング 舗装調査・試験法便覧 

[4]-210 

路床仕上げ後全幅、全区間につい

て実施する。ただし、現道打換工

事、仮設用道路維持工事は除く。 

・荷重車について

は、施工時に用い

た転圧機械と同等

以上の締固効果を

持つローラやトラ

ック等を用いるも

のとする。 

平板載荷試験 ＪＩＳ Ａ １２１５  
各車線ごとに延長 40m について 1

ヶ所の割で行う。 

・セメントコンク

リートの路盤に適

用する。 

現場CBR試験 ＪＩＳ Ａ １２２２ 
各車線ごとに延長 40m について 1

回の割で行う。 

含水比試験 ＪＩＳ Ａ １２０３ 
路体の場合、1,000m3 につき１回の

割合で行う。ただし、5,000m3 未満

の工事は、1工事当たり 3回以上。

路床の場合、500m3 につき 1回の割

合で行う。ただし、1,500m3 未満の

工事は 1工事当たり 3回以上。 

コーン指数の測定 舗装調査・試験法便覧 

[1]-216 

必要に応じて実施。（例）トラフィ

カビリティが悪い時 

道路土工
施

工

そ

の

他

たわみ量 舗装調査・試験法便覧 

[1]-227（ﾍﾞﾝｹﾞﾙﾏﾝﾋﾞｰﾑ）

設計図書による。 

プルーフローリングでの不良箇所

について実施 

-
1
0
-



３－２－２ コンクリート工 

工 種 
種

別

試

験

区

分

試 験 項 目 試 験 方 法 規  格  値 試 験 基 準 摘   要 

試験成

績表等

による

確認 

必

須

アルカリ骨材反応対策 「アルカリ骨材反応抑

制対策について」（平

成１４年８月１５日

付土技題４６７号）」

同左 骨材試験を行う場合は、

工事開始前、工事中１回

／６ヶ月以上及び産地が

変わった場合。 

○ 

骨材のふるい分け試験 ＪＩＳ Ａ １１０２ 

ＪＩＳ Ａ ５００５ 

ＪＩＳ Ａ ５０１１ 

－１～４

ＪＩＳ Ａ ５０２１ 

設計図書による。 工事開始前、工事中１回

／月以上及び産地が変わ

った場合。 ○ 

骨材の密度及び吸水率試験 ＪＩＳ Ａ １１０９ 

ＪＩＳ Ａ １１１０ 

ＪＩＳ Ａ ５００５ 

ＪＩＳ Ａ ５０１１ 

－１～４

ＪＩＳ Ａ ５０２１ 

絶乾密度：2.5 以上 

細骨材の吸水率：3.5％以下 

粗骨材の吸水率：3.0％以下 

（砕砂・砕石、高炉スラグ骨材、フ

ェロニッケルスラグ細骨材、銅スラ

グ細骨材の規格値については摘要を

参照） 

工事開始前、工事中１回

／月以上及び産地が変わ

った場合。 

JIS A 5005（コンクリ－ト用

砕石及び砕砂）、JIS A 5011-1

（コンクリ－ト用スラグ骨

材－第１部：高炉スラグ骨

材）、JIS A 5011-2（コンク

リ－ト用スラグ骨材－第２

部：フェロニッケルスラグ骨

材）、JIS A 5011-3（コンク

リ－ト用スラグ骨材－第３

部：銅スラグ骨材）、JIS A 

5011-4(コンクリ－ト用スラ

グ骨材－第４部：電気炉酸化

スラグ骨材)、JIS A 5021(ｺ

ﾝｸﾘｰﾄ用再生骨材 H) 

○ 

 
(

転
圧
コ
ン
ク
リ
ー
ト
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
ダ
ム
・
覆
工
コ
ン
ク
リ
ー
ト
・
吹
付
け
コ
ン
ク
リ
ー
ト
を
除
く)

 

セ
メ
ン
ト
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト

材

料

そ
の
他(

Ｊ
Ｉ
Ｓ
マ
ー
ク
表
示
さ
れ
た
レ
デ
ィ
ー
ミ
ク
ス
ト
コ
ン
ク
リ
ー
ト
を
使
用
す
る
場
合
は
除
く)

 

粗骨材のすりへり試験 ＪＩＳ Ａ １１２１ 

ＪＩＳ Ａ ５００５ 

砕石 40％以下 

砂利 35％以下 

舗装コンクリートは 35％以下 

ただし、積雪寒冷地の舗装コンクリ

ートの場合は 25％以下 

工事開始前、工事中１回

／年以上及び産地が変わ

った場合。 

ただし、砂利の場合は、

工事開始前、工事中１回/

月以上及び産地が変わっ

た場合。 

○ 

-
1
1
-



工 種 
種

別

試

験

区

分

試 験 項 目 試 験 方 法 規  格  値 試 験 基 準 摘   要 

試験成

績表等

による

確認 

骨材の微粒分量試験 ＪＩＳ Ａ １１０３ 

ＪＩＳ Ａ ５００５ 

ＪＩＳ Ａ ５３０８ 

粗骨材 

砕石 3.0％以下（ただし、粒形判定
実績率が 58％以上の場合は 5.0％以
下） 

スラグ粗骨材 5.0％以下 

それ以外（砂利等） 1.0％以下 

細骨材 

砕砂 9.0％以下（ただし、すりへり
作用を受ける場合は 5.0％以下） 

スラグ細骨材 7.0％以下（ただし、
すりへり作用を受ける場合は 5.0％
以下） 

それ以外（砂等） 5.0％以下（ただ
し、すりへり作用を受ける場合は
3.0％以下） 

工事開始前、工事中１回／

月以上及び産地が変わっ

た場合。 

（山砂の場合は、工事中１

回／週以上） 

○ 

砂の有機不純物試験 ＪＩＳ Ａ １１０５ 標準色より淡いこと。濃い場合でも

圧縮強度が 90％以上の場合は使用

できる。 

工事開始前、工事中１回／

年以上及び産地が変わっ

た場合。 

・濃い場合は、JIS A 1142

「有機不純物を含む細骨

材のﾓﾙﾀﾙ圧縮強度による

試験方法」による。 

○ 

モルタルの圧縮強度による砂の試

験 

ＪＩＳ Ａ １１４２ 圧縮強度の 90％以上。 試料となる砂の上部にお

ける溶液の色が標準色液

の色より濃い場合。 
○ 

骨材中の粘土塊量の試験 ＪＩＳ Ａ １１３７ 細骨材：1.0％以下 

粗骨材：0.25％以下 

工事開始前、工事中１回／

月以上及び産地が変わっ

た場合。 

○ 

 
(

転
圧
コ
ン
ク
リ
ー
ト
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
ダ
ム
・
覆
工
コ
ン
ク
リ
ー
ト
・
吹
付
け
コ
ン
ク
リ
ー
ト
を
除
く)

 

セ
メ
ン
ト
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト

材

料

そ
の
他(

Ｊ
Ｉ
Ｓ
マ
ー
ク
表
示
さ
れ
た
レ
デ
ィ
ー
ミ
ク
ス
ト
コ
ン
ク
リ
ー
ト
を
使
用
す
る
場
合
は
除
く)

 

硫酸ナトリウムによる骨材の安定

性試験 

ＪＩＳ Ａ １１２２ 

ＪＩＳ Ａ ５００５ 

細骨材：10％以下 

粗骨材：12％以下 

砂、砂利：工事開始前、工

事中 1回／6ヶ月以上及び

産地が変わった場合。 

砕砂、砕石：工事開始前、

工事中 1 回／年以上及び

産地が変わった場合。 

寒冷地で凍結のおそれの

ある地点に適用する。 

○ 

-
1
2
-



工 種 
種

別

試

験

区

分

試 験 項 目 試 験 方 法 規  格  値 試 験 基 準 摘   要 

試験成

績表等

による

確認 

セメントの物理試験 ＪＩＳ Ｒ ５２０１ 
ＪＩＳ Ｒ ５２１０ 

（ポルトランドセメント） 

ＪＩＳ Ｒ ５２１１ 

（高炉セメント） 

ＪＩＳ Ｒ ５２１２ 

（シリカセメント） 

ＪＩＳ Ｒ ５２１３ 

（フライアッシュセメント） 

ＪＩＳ Ｒ ５２１４ 

（エコセメント） 

○ 

ポルトランドセメントの化学分析 ＪＩＳ Ｒ ５２０２ 
ＪＩＳ Ｒ ５２１０ 

（ポルトランドセメント） 

ＪＩＳ Ｒ ５２１１ 

（高炉セメント） 

ＪＩＳ Ｒ ５２１２ 

（シリカセメント） 

ＪＩＳ Ｒ ５２１３ 

（フライアッシュセメント） 

ＪＩＳ Ｒ ５２１４ 

（エコセメント） 

工事開始前、工事中 1回／

月以上 

○ 

上水道水及び上水道水

以外の水の場合： 

JＩＳ Ａ ５３０８附属

書Ｃ 

懸濁物質の量：2g/L 以下 

溶解性蒸発残留物の量：1g/L 以下

塩化物イオン量：200ppm 以下 

セメントの凝結時間の差：始発は
30分以内、終結は 60分以内 

モルタルの圧縮強度比：材齢 7 及
び 28日で 90％以上 

上水道を使用してる場合

は試験に換え、上水道を使

用してることを示す資料

による確認を行う。 ○ 

 
(

転
圧
コ
ン
ク
リ
ー
ト
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
ダ
ム
・
覆
工
コ
ン
ク
リ
ー
ト
・
吹
付
け
コ
ン
ク
リ
ー
ト
を
除
く)

 

セ
メ
ン
ト
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト

材

料

そ
の
他(

Ｊ
Ｉ
Ｓ
マ
ー
ク
表
示
さ
れ
た
レ
デ
ィ
ー
ミ
ク
ス
ト
コ
ン
ク
リ
ー
ト
を
使
用
す
る
場
合
は
除
く)

 

練混ぜ水の水質試験 

回収水の場合： 

ＪＩＳ Ａ ５３０８附

属書Ｃ 

塩化物イオン量：200ppm 以下 

セメントの凝結時間の差：始発は
30分以内、終結は 60分以内 

モルタルの圧縮強度比：材齢 7 及
び 28日で 90％以上 

工事開始前、工事中１回／

年以上及び水質が変わっ

た場合。 

その原水は、上水道水及び

上水道水以外の水の規定

に適合するものとする。 ○ 

-
1
3
-



工 種 
種

別

試

験

区

分

試 験 項 目 試 験 方 法 規  格  値 試 験 基 準 摘   要 

試験成

績表等

による

確認 

計量設備の計量精度  水：±1％以内 

セメント：±1％以内 

骨材 ：±3％以内 

混和材：±2％以内 

（高炉スラグ微粉末の場合は±
1％以内） 

混和剤：±3％以内 

工事開始前、工事中１回／

6ヶ月以上 

レディーミクストコンク

リートの場合、印字記録に

より確認を行う。 

○ 

バッチミキサの場合： 

 ＪＩＳ Ａ １１１９ 

 ＪＩＳ Ａ ８６０３－１ 

ＪＩＳ Ａ ８６０３－２ 

コンクリートの練混ぜ量 

公称容量の場合： 

 コンクリート内のモルタル量
の偏差率：0.8％以下 

 コンクリート内の粗骨材量の
偏差率：5％以下 

 圧縮強度の偏差率：7.5％以下 

 コンクリート内空気量の偏差
率：10％以下 

 コンシステンシー（スランプ）
の偏差率：15％以下 

工事開始前及び工事中１

回／年以上。 

○ 

ミキサの練混ぜ性能試験 

連続ミキサの場合： 

土木学会規準 JSCEI 

502-2013 

コンクリート中のモルタル単位
容積質量差：0.8％以下 

コンクリート中の単位粗骨材量
の差：5％以下 

圧縮強度差：7.5％以下 

空気量差：1％以下 
スランプ差：3㎝以下 

工事開始前及び工事中１

回／年以上。 

・小規模工種※で 1工種当

りの総使用量が 50m3 未満

の場合は1工種1回以上の

試験、またはレディーミク

ストコンクリート工場の

品質証明書等のみとする

ことができる。 

※小規模工種とは、以下の

工種を除く工種とする。

（橋台、橋脚、杭類（場所

打杭、井筒基礎等）、橋梁

上部工（桁、床版、高欄等）、

擁壁工（高さ 1m以上）、函

渠工、樋門、樋管、水門、

水路（内幅 2.0m 以上）、護

岸、ダム及び堰、トンネル、

舗装、その他これらに類す

る工種及び特記仕様書で

指定された工種） 

○ 

細骨材の表面水率試験 ＪＩＳ Ａ １１１１ 2回／日以上 
○ 

 
(

転
圧
コ
ン
ク
リ
ー
ト
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
ダ
ム
・
覆
工
コ
ン
ク
リ
ー
ト
・
吹
付
け
コ
ン
ク
リ
ー
ト
を
除
く)

 

セ
メ
ン
ト
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト

材

料

そ
の
他(

Ｊ
Ｉ
Ｓ
マ
ー
ク
表
示
さ
れ
た
レ
デ
ィ
ー
ミ
ク
ス
ト
コ
ン
ク
リ
ー
ト
を
使
用
す
る
場
合
は
除
く)

 

粗骨材の表面水率試験 ＪＩＳ Ａ １１２５ 

設計図書による。 

1回／日以上 

レディーミクストコンク

リート以外の場合に適用

する。 

○ 

-
1
4
-



工 種 
種

別

試

験

区

分

試 験 項 目 試 験 方 法 規  格  値 試 験 基 準 摘   要 

試験成

績表等

による

確認 

 
(

転
圧
コ
ン
ク
リ
ー
ト
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
ダ
ム
・
覆
工
コ
ン
ク
リ
ー
ト
・
吹
付
け
コ
ン
ク
リ
ー
ト
を
除
く)

 

セ
メ
ン
ト
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト

施

工

必

須

塩化物総量規制 「コンクリートの耐久性向

上」 

原則 0.3 ㎏/m3 以下 コンクリートの打設が午前

と午後にまたがる場合は、午

前に１回コンクリート打設

前に行い、その試験結果が塩

化物総量の規制値の 1／2 以

下の場合は、午後の試験を省

略することができる。（１試

験の 

測定回数は 3回とする）試験

の判定は3回の測定値の平均

値。 

・小規模工種※で 1工種当り

の総使用量が 50m3 未満の場

合は 1工種 1回以上の試験、

またはレディーミクストコ

ンクリート工場の品質証明

書等のみとすることができ

る。1 工種当たりの総使用量

が 50m3 以上の場合は、50m3

ごとに 1回の試験を行う。 

・骨材に海砂を使用する場合

は、「海砂の塩化物イオン含

有 率 試 験 方 法 」

（JSCEC502,503）または設計

図書の規定により行う。 

・用心鉄筋等を有さない無筋

構造物の場合は省略できる。

※小規模工種とは、以下の工

種を除く工種とする。（橋台、

橋脚、杭類（場所打杭、井筒

基礎等）、橋梁上部工（桁、

床版、高欄等）、擁壁工（高

さ 1m以上）、函渠工、樋門、

樋管、水門、水路（内幅 2.0m

以上）、護岸、ダム及び堰、

トンネル、舗装、その他これ

らに類する工種及び特記仕

様書で指定された工種） 

-
1
5
-



工 種 
種

別

試

験

区

分

試 験 項 目 試 験 方 法 規  格  値 試 験 基 準 摘   要 

試験成

績表等

による

確認 

 
(

転
圧
コ
ン
ク
リ
ー
ト
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
ダ
ム
・
覆
工
コ
ン
ク
リ
ー
ト
・
吹
付
け
コ
ン
ク
リ
ー
ト
を
除
く)

 

セ
メ
ン
ト
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト

施

工

必

須

単位水量測定 「レディーミクストコンク

リートの品質確保について」

1）測定した単位水量が、配合設

計±15kg/m3 の範囲にある場合

はそのまま施工してよい。 

2）測定した単位水量が、配合設

計±15kg/m3 を超え±20kg/m3 の

範囲にある場合は、水量変動の原

因を調査し、生コン製造者に改善

を指示し、その運搬車の生コンは

打設する。その後、配合設計±

15kg/m3 以内で安定するまで、運

搬車の 3台毎に 1回、単位水量の

測定を行う。 

3）配合設計±20kg/m3 の指示値

を越える場合は、生コンを打込ま

ずに、持ち帰らせ、水量変動の原

因を調査し、生コン製造業者に改

善を指示しなければならない。そ

の後の全運搬車の測定を行い、配

合設計±20kg/m3 以内になるこ

とを確認する。更に、配合設計±

15kg/m3 以内で安定するまで、運

搬車の 3台毎に 1回、単位水量の

測定を行う。 

なお、管理値または指示値を超え

る場合は 1 回に限り試験を実施

することができる。再試験を実施

したい場合は 2 回の測定結果の

うち、配合設計との差の絶対値の

小さい方で評価してよい。 

100m3／日以上の場合； 

2回／日（午前 1回、午後１回）

以上、重要構造物の場合は重要

度に応じて、100m3～150m3 ご

とに１回、及び荷卸し時に品質

変化が認められたときとし、測

定回数は多い方を採用する。 

示方配合の単位水量の上

限値は、粗骨材の最大寸

法が 20mm～25mm の場合

は 175kg/m3、40mm の場合

は 165kg/m3 を基本とす

る。 

-
1
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工 種 
種

別

試

験

区

分

試 験 項 目 試 験 方 法 規  格  値 試 験 基 準 摘   要 

試験成

績表等

による

確認 

スランプ試験 ＪＩＳ Ａ １１０１ スランプ 5 ㎝以上 8 ㎝未満 ：

許容差±1.5 ㎝ 

スランプ 8 ㎝以上 18 ㎝以下：

許容差±2.5 ㎝ 

スランプ 2.5cm：許容差±1.0

㎝ 

・荷卸し時 

1回／日以上、構造物の重要度と

工事の規模に応じて 20m3～

150m3 ごとに 1回、及び荷卸し時

に品質変化が認められた時。ただ

し、道路橋鉄筋コンクリート床版

にレディーミクストコンクリー

トを用いる場合は原則として全

運搬車測定を行う。 

・道路橋床版の場合、全運搬車試

験を行うが、スランプ試験の結果

が安定し良好な場合はその後ス

ランプ試験の頻度について監督

職員と協議し低減することがで

きる。 

コンクリートの圧縮強度試験 ＪＩＳ Ａ １１０８ 1回の試験結果は指定した呼び

強度の 85％以上であること。

3回の試験結果の平均値は、指

定した呼び強度以上であるこ

と。 

（1 回の試験結果は、3 個の供

試体の試験値の平均値） 

・荷卸し時 

1回／日以上、構造物の重要度と

工事の規模に応じて 20m3～

150m3 ごとに 1回 

なお、テストピースは打設場所で

採取し、1回につき 6個（σ7…3

個、σ28…3個）とする。 

・早強セメントを使用する場合に

は、必要に応じて 1 回につき 3

個（σ３）を追加で採取する。 

 
(

転
圧
コ
ン
ク
リ
ー
ト
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
ダ
ム
・
覆
工
コ
ン
ク
リ
ー
ト
・
吹
付
け
コ
ン
ク
リ
ー
ト
を
除
く)

 

セ
メ
ン
ト
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト

施

工

必

須

空気量測定 ＪＩＳ Ａ １１１６ 

ＪＩＳ Ａ １１１８ 

ＪＩＳ Ａ １１２８ 

±1.5％（許容差） ・荷卸し時 

1回／日以上、構造物の重要度と

工事の規模に応じて 20m3～

150m3 ごとに 1回、及び荷卸し時

に品質変化が認められた時。 

・小規模工種※で 1 工種当り

の総使用量が50m3未満の場合

は 1 工種 1 回以上の試験、ま

たはレディーミクストコンク

リート工場の品質証明書等の

みとすることができる。1 

工種当たりの総使用量が 50m3

以上の場合は、50m3 ごとに 1

回の試験を行う。 

※小規模工種とは、以下の工

種を除く工種とする。（橋台、

橋脚、杭類（場所打杭、井筒

基礎等）、橋梁上部工（桁、床

版、高欄等）、擁壁工（高さ 1m

以上）、函渠工、樋門、樋管、

水門、水路（内幅 2.0m 以上）、

護岸、ダム及び堰、トンネル、

舗装、その他これらに類する

工種及び特記仕様書で指定さ

れた工種） 

-
1
7
-



工 種 
種

別

試

験

区

分

試 験 項 目 試 験 方 法 規  格  値 試 験 基 準 摘   要 

試験成

績表等

による

確認 

必

須

コンクリートの曲げ強度試験 

（コンクリート舗装の場合、必

須） 

ＪＩＳ Ａ １１０６ 1回の試験結果は指定した呼び

強度の 85％以上であること。

3回の試験結果の平均値は、指

定した呼び強度以上であるこ

と。 

打設日 1日につき 2回（午前・午

後）の割りで行う。なおテストピ

ースは打設場所で採取し、1回に

つき原則として 3個とする。 

コアによる強度試験 ＪＩＳ Ａ １１０７ 

施

工

そ

の

他 コンクリートの洗い分析試験 ＪＩＳ Ａ １１１２ 

設計図書による。 品質に異常が認められた場合に

行う。 

 
(

転
圧
コ
ン
ク
リ
ー
ト
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
ダ
ム
・
覆
工
コ
ン
ク
リ
ー
ト
・
吹
付
け
コ
ン
ク
リ
ー
ト
を
除
く)

 

セ
メ
ン
ト
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト

施

工

後

試

験

必

須

ひび割れ調査 スケールによる測定 0.2mm 本数 

総延長 

最大ひび割れ幅等 

高さが、5m 以上の鉄筋コンク

リート擁壁、内空断面積が25m2

以上の鉄筋コンクリートカル

バート類、橋梁上・下部工及び

高さが 3m 以上の堰・水門・樋

門を対象(ただしいずれの工種

についてもプレキャスト製品

及びプレストレストコンクリ

ートは対象としない）とし構造

物躯体の地盤や他の構造物と

の接触面を除く全表面とする。

フーチング・底版等で竣工時に

地中、水中にある部位について

は竣工前に調査する。 

-
1
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-



工 種 
種

別

試

験

区

分

試 験 項 目 試 験 方 法 規  格  値 試 験 基 準 摘   要 

試験成

績表等

による

確認 

必

須

テストハンマーによる強度推

定調査 

ＪＳＣＥ－Ｇ ５０４－２

０１３ 

設計基準強度 鉄筋コンクリート擁壁及びカルバ

ート類で行う。その他の構造物に

ついては強度が同じブロックを１

構造物の単位とし、各単位につき3

ヶ所の調査を実施。また、調査の

結果、平均値が設計基準強度を下

回った場合と、1回の試験結果が設

計基準強度の 85％以下となった場

合は、その箇所の周辺において、

再調査を 5ヶ所実施。材齢 28日～

91日の間に試験を行う。 

高さが、5m 以上の鉄筋コンクリー

ト擁壁、内空断面積が 25m2 以上の

鉄筋コンクリートカルバート類、

橋梁上・下部工及び高さが 3m以上

の堰・水門・樋門を対象。（ただし

いづれの工種についてもプレキャ

スト製品及びプレストレストコン

クリートは対象と 

しない。）また、再調査の平均強度

が、所定の強度が得られない場合、

もしくは１ヶ所の強度が設計強度

の 85％を下回った場合は、コアに

よる強度試験を行う。 

工期等により、基準期間内に調査

を行えない場合は監督職員と協議

するものとする。 

コアによる強度試験 ＪＩＳ Ａ １１０７ 設計基準強度 所定の強度を得られない箇所付近

において、原位置のコアを採取。 

コア採取位置、供試体の抜き取り

寸法等の決定に際しては、設置さ

れた鉄筋を損傷させないよう十分

な検討を行う。 

圧縮強度試験の平均強度が所定の

強度が得られない場合、もしくは

１ヶ所の強度が設計強度の 85％を

下回った場合は、監督職員と協議

するものとする。 

配筋状態及びかぶり 「非破壊試験によるコン

クリート構造物中の配筋

状態及びかぶり測定要領」

による 

同左 同左 同左  

 
(

転
圧
コ
ン
ク
リ
ー
ト
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
ダ
ム
・
覆
工
コ
ン
ク
リ
ー
ト
・
吹
付
け
コ
ン
ク
リ
ー
ト
を
除
く)

 

セ
メ
ン
ト
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト

施

工

後

試

験

そ

の

他

強度測定 
「微破壊・非破壊試験によ

るコンクリート構造物の

強度測定要領」による 

同左 同左 同左  
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種   別 試 験 項 目 試 験 方 法 規  格  値 試験（測定）基準 管 理 方 法 備   考 

ＰＣ鋼線工 ＰＣ鋼材配置 土木学会  シース又はＰＣ鋼材の施

工精度。 

 部材寸法の1/200以下で最

大 10㎜以下。 

 各桁  測定記録 許容値を超える場合は所

定内に収まるよう配置を修

正する。 

中子   中子製作寸法公差±10㎜ 

中子配置許容値 ±10 ㎜ 

 各桁  測定記録 許容値を超える場合は、

所定内に収まるよう修正す

る。 

引張装置のキャリブ

レーション 

引張装置のキャリブレーションは、キャリブレーショ

ン用双針式ゲージ又はダイナモメーターによって行わな

ければならない。 

 引張装置のキャリブレ

ーションはプレストレッ

シングの開始前又は使用

中衝撃を受けた時に行う。

引張装置及び定着具

の摩擦係数（γ）の

測定 

 試験緊張により引張装置、ＰＣケーブルの摩擦による

ロス率の測定を行い、設計時に仮定した値との差を確認

し、引張力を補正しなければならない。 

 引張装置及び定着具の

摩擦係数の測定はプレス

トレッシング開始前及び

異常を感じた時に行う。 

プ

レ

ス

ト

レ

ス

コ

ン

ク

リ

｜

ト

工

プ レ ス ト レ

ッ シ ン グ の

管理  

（土木学会 

：ｺﾝｸﾘｰﾄ標準

示方書） ＰＣケーブルの摩擦

係数（μ）の測定 

 ＰＣケーブルの摩擦係数の測定は、同一ケーブルの両

端に引張装置を設置し、各端部よりそれぞれ緊張作業を

行い、荷重計の示度の差より求め見掛けのヤング係数は

この時のＰＣ鋼材の抜け出し長さから求めなければなら

ない。 

 工事ごとに行うものと

し測定本数はＰＣ桁１連

に含まれる本数とする。 

-
2
0
-



種   別 試 験 項 目 試 験 方 法 規  格  値 試験（測定）基準 管 理 方 法 備   考 

プレストレッ

シングの管理 

プレストレッシング

の測定 

１．ＰＣ鋼材にあたえる引張力は荷重計の示度並びにＰ

Ｃ鋼材の伸びによって測定しなければならない。 

（μ管理方式とする） 

２．プレテンション方式の緊張力は JIS A 5313 及び

JIS A 5316 の規定による。 

３．部材のそり量はレベルにより、縮み量は鋼巻尺で、

ＰＣ鋼材のすべり量は物差しによって測定しなければ

ならない。 

１．すべてのＰＣ鋼材につ

いて行う。 

２．ケーブル１本毎の管理

の外に組毎に分けて管

理する。 

３．両引きの場合、引出し

量をできるだけ均等に

なるようにする。 

４．横締めはσ管理方式に

よる。 

５．部材のそり量及び縮み

は各主桁毎に、ＰＣ鋼材

のすべり量は各ケーブ

ル毎に測定する。 

１．荷重計示度とＰＣ鋼材抜

け出し量の関係が直線に

なっていることを確かめ

る。 

２．μ法 

緊張の軌跡が示すμ値

が摩擦測定試験で求めた

μの平均値と 0.4 以上の

差を生じた場合グループ

緊張したケーブルの圧力

－伸び直線のμ値の各組

毎の平均値と摩擦測定試

験により求めたμ値との

差が次表の許容差以内に

なるようにする。 

組内ｹｰﾌﾞﾙ本数 許容誤差

4 ±0.2 

6 ±0.16 

10 以上 ±0.13 

荷重計示度と抜け出し量

が直線でない時はプレスト

レッシングをやり直す。 

プレストレッシングをや

り直した後においても異常

を示す時は、作業を中止し

て、その原因を確かめ修正

する。 

配合試験  グラウトの配合は、なるべく実際に近い状態のグラウ

トについて試験を行って定めなければならない。 

施工開始前に行う。   

プ

レ

ス

ト

レ

ス

ト

コ

ン

ク

リ

｜

ト

工
グラウト 

品質試験 
PC ｸﾞﾗｳﾄ試験方法（土木学会） 標準値 

１．流動性（ｺﾝｼｽﾃﾝｼｰ試験方法）

ＪＡロート法 

２．膨張率 

３．ブリージング率 

４．強 度 

15~30 秒 

10%以下 

3%以下 

200kgf/ 

（材令 28日） 

 試験は１~４の組合せに

より行う。 

 試験は施工日の半日に

１回の割合で行う。 

 ただし、流動性試験は１

バッチ毎に１回行う。 

 施工中は所要の品質のグ

ラウトができているかを確

かめる。 

 所要のグラウトが得られ

なかった場合には、適切な

処理をするものとする。 

-
2
1
-



３－２－３ 鋼構造物の品質管理基準 

工 種 
種

別

試

験

区

分

試 験 項 目 試 験 方 法 規  格  値 試 験 基 準 摘   要 

試験成

績表等

による

確認 

外観・規格 

（主部材） 

現物照合、帳票確認  現物とミルシートの整合性が確認

できること。 

規格、品質がミルシートで確認で

きること。 
○ 

機械試験（ＪＩＳマーク表示品

以外かつミルシート照合不可

な主部材） 

JIS による 試験対象とする材料は監督職員と

協議のうえ選定する。 

工場製作工

(鋼橋用鋼材)

材

料

必

須

外観検査（付属部材） 目視及び計測 

JIS による JIS による 

-
2
2
-



工 種 
種

別

試

験

区

分

試 験 項 目 試 験 方 法 規  格  値 試 験 基 準 摘   要 

試験成

績表等

による

確認 

表面粗さ 目視 主要部材の最大表面粗さ 50

μm以下 

二次部材の最大表面粗さ 100

μm以下 

（ただし、切削による場合は

50μm以下） 

 最大表面粗さとは、JIS B 0601

（2001）に規定する最大高さ粗さ

RZとする。 

ノッチ深さ ・目視 

・計測 

主要部材：ノッチがあってはな

らない 

二次部材：1mm 以下 

ノッチ深さとは、ノッチ上縁から

谷までの深さを示す 

スラグ 塊状のスラグが点在し、付着し

ているが、痕跡を残さず容易に

はく離するもの。 

必

須

上縁の溶け 

目視 

わずかに丸みをおびているが、

滑らかな状態のもの。 

平面度 目視    

ベベル精度 

ガス切断
施

工

そ

の

他

真直度 

計測器による計測 

設計図書による（日本溶接協会

規格「ガス切断面の品質基準」

に基づく） 

-
2
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工 種 
種

別

試

験

区

分

試 験 項 目 試 験 方 法 規  格  値 試 験 基 準 摘   要 

試験成

績表等

による

確認 

引張試験：開先溶接 ＪＩＳ Ｚ ２２４１ 引張強さが母材の規格値以上。 試験片の形状：JIS Z 3121 1 号

試験片の個数：2 

○ 

型曲げ試験（19mm 未満裏曲げ）

（19mm 以上側曲げ）：開先溶接

ＪＩＳ Ｚ ３１２２ 亀裂が生じてはならない。 

ただし、亀裂の発生原因がブロ

ーホールまたはスラグ巻き込

みであることが確認され、か

つ、亀裂の長さが 3mm 以下の場

合は許容するものとする。 

試験片の形状：JIS Z 3122 

試験片の個数：2 

○ 

衝撃試験：開先溶接 ＪＩＳ Ｚ ２２４２ 溶接金属及び溶接熱影響部で

母材の要求値以上（それぞれの

3個の平均値）。 

試験片の形状：JIS Z 2242 V ノ

ッチ 

試験片の採取位置：「日本道路協

会道路橋示方書・同解説」Ⅱ鋼橋

編 18.4.4 溶 接 施 工 法  図

-18.4.2 衝撃試験片 

試験片の個数：各部位につき 3 

○ 

溶接工 
施

工

必

須

マクロ試験：開先溶接 ＪＩＳ Ｇ ０５５３

に準じる。 

欠陥があってはならない。 試験片の個数：1 

・溶接方法は「日本道路協会道路

橋示方書・同解説」Ⅱ鋼橋編

18.4.4 溶接施工法 

図-18.4.1 開先溶接試験溶接方

法による。 

・なお、過去に同等もしくはそれ

以上の条件で溶接施工試験を行

い、かつ施工経験をもつ工場で

は、その時の試験報告書によって

判断し、溶接施工試験を省略する

ことができる。 

○ 

-
2
4
-



工 種 
種

別

試

験

区

分

試 験 項 目 試 験 方 法 規  格  値 試 験 基 準 摘   要 

試験成

績表等

による

確認 

溶接工 
施

工

必

須

非破壊試験：開先溶接 「日本道路協会道路

橋示方書・同解説」

Ⅱ鋼橋編 

18.4.6 外部きず検査

18.4.7 内部きず検査

の規定による 

同左 試験片の個数：試験片継手全長 ・溶接方法は「日本道路協会道路

橋示方書・同解説」Ⅱ鋼橋編

18.4.4 溶接施工法図-18.4.1 開

先溶接試験溶接方法による。 

・なお、過去に同等もしくはそれ

以上の条件で溶接施工試験を行

い、かつ施工経験をもつ工場で

は、その時の試験報告書によって

判断し、溶接施工試験を省略する

ことができる。 

（非破壊試験を行う者の資格） 

・磁粉探傷試験または浸透探傷試

験を行う者は、それぞれの試験の

種類に対応した JIS Z 2305（非

破壊試験－技術者の資格及び認

証）に規定するレベル 2以上の資

格を有していなければならない。

・放射線透過試験を行う場合は、

放射線透過試験におけるレベル

2以上の資格とする。 

・超音波自動探傷試験を行う場合

は、超音波探傷試験におけるレベ

ル 3の資格とする。 

・手探傷による超音波探傷試験を

行う場合は、超音波探傷試験にお

けるレベル 2以上の資格とする。

○ 

-
2
5
-



工 種 
種

別

試

験

区

分

試 験 項 目 試 験 方 法 規  格  値 試 験 基 準 摘   要 

試験成

績表等

による

確認 

マクロ試験：すみ肉溶接 ＪＩＳ Ｇ ０５５３

に準じる。 

欠陥があってはならない。 試験片の形状：「日本道路協会道

路橋示方書・同解説」Ⅱ鋼橋編

18.4.4 溶接施工法 図-18.4.3

すみ肉溶接試験（マクロ試験）溶

接方法及び試験片の形状 

試験片の個数：1 

・溶接方法は「日本道路協会道路

橋示方書・同解説」Ⅱ鋼橋編

18.4.4 溶接施工法 

図-18.4.3 すみ肉溶接試験（マク

ロ試験）溶接方法及び試験片の形

状による。 

・なお、過去に同等もしくはそれ

以上の条件で溶接施工試験を行

い、かつ施工経験をもつ工場で

は、その時の試験報告書によって

判断し、溶接施工試験を省略する

ことができる。 

○ 

引張試験：スタッド溶接 ＪＩＳ Ｚ ２２４１ 降伏点は 235N/mm2 以上、引張

強さは 400～550N/mm2、伸びは

20％以上とする。ただし溶接で

切れてはいけない。 

試験片の形状：JIS B 1198 

試験片の個数：3 

○ 

溶接工 
施

工

必

須

曲げ試験：スタッド溶接 ＪＩＳ Ｚ ３１４５ 溶接部に亀裂を生じてはなら

ない。 

試験片の形状：JIS Z 3145 

試験片の個数：3 

なお、過去に同等もしくはそれ以

上の条件で溶接施工試験を行い、

かつ施工経験をもつ工場では、そ

の時の試験報告書によって判断

し溶接施工試験を省略すること

ができる。 

○ 

-
2
6
-



工 種 
種

別

試

験

区

分

試 験 項 目 試 験 方 法 規  格  値 試 験 基 準 摘   要 

試験成

績表等

による

確認 

突合せ継手の内部欠陥に対す

る検査 

ＪＩＳ Ｚ ３１０４

ＪＩＳ Ｚ ３０６０

試験で検出されたきず寸法は、

設計上許容される寸法以下で

なければならない。ただし、寸

法によらず表面に開口した割

れ等の面状きずはあってはな

らない。なお、放射線透過試験

による場合において、板厚が

25mm 以下の試験の結果につい

ては、以下を満たす場合には合

格としてよい。 

・引張応力を受ける溶接部は、

JIS Z3104 附属書 4（透過写真

によるきずの像の分類方法）に

示す 2類以上とする。 

・圧縮応力を受ける溶接部は、

JIS Z3104 附属書 4（透過写真

によるきずの像の分類方法）に

示す 3類以上とする。 

放射線透過試験の場合は JIS Z 

3104 による。 

超音波探傷試験（手探傷）の場合

は JIS Z3060 による。 

・「日本道路協会道路橋示方書・

同解説」Ⅱ鋼橋編 表-解 18.4.5

に各継手の強度等級を満たす上

での内部きず寸法の許容値が示

されている。なお、表-解 18.4.5

に示されていない継手の内部き

ず寸法の許容値は、「鋼道路橋の

疲労設計指針 H14.3」が参考にで

きる。 

（非破壊試験を行う者の資格） 

・放射線透過試験を行う場合は、

放射線透過試験におけるレベル

2以上の資格とする。 

・超音波自動探傷試験を行う場合

は、超音波探傷試験におけるレベ

ル 3の資格とする。 

・手探傷による超音波探傷試験を

行う場合は、超音波探傷試験にお

けるレベル 2以上の資格とする。

○ 

溶接工 
施

工

必

須

外観検査（割れ） ・目視 あってはならない。 検査体制、検査方法を明確にした

上で目視検査する。目視は全延長

実施する。ただし、疑わしい場合

は、磁粉探傷試験または浸透探傷

試験を用いる 

磁粉探傷試験または浸透探傷試

験を行う者は、それぞれの試験の

種類に対応した JISZ 2305（非破

壊試験－技術者の資格及び認証）

に規定するレベル 2 以上の資格

を有していなければならない。 

-
2
7
-



工 種 
種

別

試

験

区

分

試 験 項 目 試 験 方 法 規  格  値 試 験 基 準 摘   要 

試験成

績表等

による

確認 

外観形状検査 

（ビード表面のピット） 

主要部材の突合せ継手及び断面
を構成するＴ継手、角継手には、

ビード表面にピットがあっては
ならない。その他のすみ肉溶接及
び部分溶込み開先溶接には、1継

手につき３個または継手長さ 1m
につき 3個までを許容する。ただ
し、ピットの大きさが 1mm以下の

場合は、3個を 1個として計算す
る。 

外観形状検査 

（ビード表面の凹凸） 

ビード表面の凹凸は、ビード長さ

25mm の範囲で 3mm 以下。 

外観形状検査 

（アンダーカット） 

・目視及びノギス

等による計測 

「日本道路協会道路橋示方書・同

解説」Ⅱ鋼橋編 18.4.6 外部きず

検査の規定による 

検査体制、検査方法を明確にした

上で、目視確認により疑わしい箇

所を測定する。目視は全延長実施

する。 

「日本道路協会道路橋示方書・同

解説」Ⅱ鋼橋編 表-解 18.4.4 に

各継手の強度等級を満たすうえ

でのアンダーカットの許容値が

示されている。表-解 18.4.4 に示

されていない継手のアンダーカ

ットの許容値は、「鋼道路橋の疲

労設計指針 H14.3」が参考にでき

る。 

外観検査 

（オーバーラップ） 

・目視 あってはならない。 検査体制、検査方法を明確にした

上で目視検査する。 

溶接工 
施

工

必

須

外観形状検査 

（すみ肉溶接サイズ） 

・目視及びノギス

等による計測 

すみ肉溶接のサイズ及びのど厚

は、指定すみ肉サイズ及びのど厚

を下回ってはならない。だだし、

１溶接線の両端各 50mm を除く部

分では、溶接長さの 10％までの

範囲で、サイズ及びのど厚ともに

－1.0mm の誤差を認める。 

検査体制、検査方法を明確にした

上で、目視確認により疑わしい箇

所を測定する。目視は全延長実施

する。 

-
2
8
-



工 種 
種

別

試

験

区

分

試 験 項 目 試 験 方 法 規  格  値 試 験 基 準 摘   要 

試験成

績表等

による

確認 

外観形状検査 

（余盛高さ） 

・目視及びノギス等に

よる計測 

設計図書による。 

設計図書に特に仕上げの指定のない開先
溶接は，以下に示す範囲内の余盛りは仕
上げなくてよい。余盛高さが以下に示す
値を超える場合は、ビード形状、特に止
端部を滑らかに仕上げるものとする。 

ビード幅(B[mm])余盛高さ(h[mm]) 

  B＜15  ：  h≦3 

15≦B＜25 ：  h≦4 

25≦B  ： h≦（4／25）・B 

検査体制、検査方法を明確にした

上で、目視確認により疑わしい箇

所を測定する。目視は全延長実施

する。 

必

須
外観形状検査 

（アークスタッド）

 ・余盛り形状の不整：余盛りは全周にわ

たり包囲していなければならない。なお、

余盛りは高さ 1mm、幅 0.5mm 以上 

・クラック及びスラグ巻込み：あっては

ならない。 

・アンダーカット：するどい切欠状のア

ンダーカットがあってはならない。ただ

し、グラインダー仕上げ量が０.5mm 以内

に納まるものは仕上げて合格とする。 

・スタッドジベルの仕上り高さ：（設計値

±2mm）を超えてはならない。 

溶接工 
施

工

そ

の

他

ハンマー打撃試験 ハンマー打撃 割れ等の欠陥を生じないものを合格。 外観検査の結果が不合格となっ

たスタッドジベルについて全数。

外観検査の結果が合格のスタッ

ドジベルの中から１％について

抜取り曲げ検査を行なうものと

する。 

・余盛が包囲していないスタッド
ジベルは、その方向と反対の
15°の角度まで曲げるものとす
る。 

・15°曲げても欠陥の生じないも
のは、元に戻すことなく、曲げた
ままにしておくものとする。 

-
2
9
-



区分 試験項目（方法） 適  用  ・  基  準 測定基準 管  理  方  法 処 置 等 

ボルト孔径と精度 

（摩擦接合の場合）

ﾎﾞﾙﾄの呼び ﾎﾞﾙﾄの孔径 ﾎﾞﾙﾄ孔の許容差 ﾎﾞﾙﾄ孔のずれ 

(材片を組合せ）

M20 22.5 ＋0.5 

M22 24.5 ＋0.5 

M24 26.5 ＋0.5 

δ≦1.0 ㎜ 

ボルトの呼び径＋2.5 ㎜とし、孔径の誤差を 0.5㎜とする。 

ボルトの貫通率及び

停止率 

（摩擦接合の場合）

ﾎﾞﾙﾄの呼び 貫通ｹﾞｰｼﾞ 貫通率 停止ｹﾞｰｼﾞ 停止率 

M20 21.0 100％ 23.0 80％以上 

M22 23.0 100％ 25.0 〃 

M24 25.0 100％ 27.0 〃 

仮組立て時に測定 測定結果は予め記録し、監督

員に提出するものとする。 

必要の時は仮組立て検査時

に立会の上で測定するものと

する。 

１．監督員は仮組立て時にお

ける測定記録を保管し、桁架

設の資料とする。 

２．許容範囲を外れたものに

ついては、安全性に関する資

料を整備して監督員と協議

して補強手直し、その他適切

な処置を処すものとする。 

添接部の外観 １．添接部相互の関係 

(ｲ)添接部のウェブ又はフランジ間隙図面寸法の隙き±3㎜ 

(ﾛ)添接板の肌隙き密着を原則とする。 

(ﾊ)添接部のﾌﾗﾝｼﾞと添接板の幅方向の不揃いは±2㎜とする。 

２．添接部の孔の状況 

(ｲ)孔のくい違い 

摩擦接合の場合 1㎜ 

(ﾛ)孔のまくれ 

あってはならない。 

  実際のくい違い量 

１㎜以下……処理不要 

３㎜未満……くい違い量分 

     を 1：10のﾃｰﾊﾟｰを

つけて落とす。 

１．塗装一般  塗膜管理シートによる。  

鋼

構

造

物

塗  装 

２．塗装厚 工場塗装及び現場塗

装終了後で、塗膜が硬

化乾燥状態になった時

及び現場塗装開始直前

に電磁式膜厚計（KETT

膜厚計）で塗膜厚を測

定させる。 

塗膜厚管理シートによる。  

-
3
0
-



区分 試験項目（方法） 適  用  ・  基  準 測定基準 管  理  方  法 処 置 等 

高力ボルトの締付 

１ブロックのうち 10％の抜取り検査は、締付け後速やかに行う。 

締付けボルト軸力は設計ボルト軸力の 10％を準備する。 

トルク法による場合

はトルクレンチなどに

よる。 

回転法による場合は

マーキングに外観検査

を行うものとする。 

高力ボルト締付管理シート

による。 
鋼

構

造

物
現場溶接 溶接線の放射線透過試験の判定 

ビード表面検査は工場溶接に準じる。 

現場溶接は継手全長

行う。 

現場溶接管理シートによる。

原  寸 柱の長さ、梁の長さ、その他     ±0.1 

 柱の長さ及び対角長、梁の長さ

L≦10m  ±3㎜   L＞10m  ±4㎜ 

 桁取付位置の中心間距離

±5    L≦10 

                  L－20 
±10  10＜L≦20    ±（10＋＿＿＿＿ ） 20＜L 

10 

 平面仮組状態の水平度

±1.0 

 柱、梁の曲がり

L／1000           (L：㎝) 

 柱、梁の断面形状

不足に対して 1＋W／1000 

過大に対して 2＋W／1000   （W：㎝） 

 ベースプレート、アンカーフレーム

鋼

脚

仮 組 立 

 アンカーフレーム

①に対して ±0.2 

②に対して 0＜δ＜＋0.5 

①に対して ±0.5 

②に対して 1／500 

③に対して 1／500 

１．測定方法 

 スチールテープ

は JISB7512 の 1 級

に合格したテープ

を使用する。 

 測定に当たって

は気温（室温）20℃

張力 5 ㎏を標準と

する。 

２．出来形値の測定 

寸法の測定はな

るべく立組状態と

する。 

記録方法 

 主要寸法は監督員立会い

の上で測定するものとし、全

ての測定値を記録し、製作仮

組立ての資料とする。 

 仮組立て完了時の諸寸法

の測定結果は、予め記録し監

督員に提出するものとする。

１．監督員は現寸、仮組立て

時における測定記録を保管

し、桁架設の資料とする。

２．許容範囲を外れたものに

ついては、安全性に関する

資料を整備して監督員と協

議し補強手直し、その他適

切な処置をするものとす

る。 

-
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表．3－1 塗色表示による識別の標準 

識 別 色 
鋼   種 

色の種類 基準の色 
摘   要 

SS400 

SS490 

SM400A，SM400B，SM400C 

SM490A，SM490B，SM490C 

SM490YA，SM490YB 

SM520B，SM520C 

SM570Q，SM570N 

SMA400AW 

SMA400BW 

SMA400CW 

SMA490AW 

SMA490BW 

SMA490CW 

SMA570WQ，SMA570WN 

白 

青 

緑 

黄 

だいだい色 

桃色 

赤 

緑 

黄 

赤 

N9.5 

2.5PB5/6 

5G5.5/6 

2.5Y8/12 

2.5YR6/13 

2.5R6.5/8 

5R4/13 

5G5.5/6 

2.5Y8/12 

5R4/13 

A，B，Cの別を文字で記入

A，B，Cの別を文字で記入

A，Bの別を文字で記入

B，Cの別を文字で記入

Q，Nの別を文字で記入

AW 

BW の別を文字で記入

CW 

AW 

BW の別を文字で記入

CW 

WQ，WNの別を文字で記入

注：1）本表は、日本鋼構造協会標準「構造用鋼材の識別表示標準（JSSI 02-1985）」 

による。 

2）識別色の色の種類は、JIS Z8102（色名）により、基準の色は JIS Z8721 

 （三属性による色の表示方法）によったものである。 
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３－２－４ 支承の品質管理基準 

区分 試験項目（方法） 適  用  ・  基  準 測定基準 管  理  方  法 処 置 等 

化学成分 

上沓、下沓 

ＳＣＷ４８０  溶接構造用鋳鋼品（JIS  G 5102 ） 

化 学 成 分 ％ 
記号 

C Si Mn P S Ni Cr 
炭素当量％

SCW480
0.22
以下

0.80
以下

1.50
以下

0.040
以下

0.040
以下

0.50
以下

0.50
以下

0.45 以下

各チャージ毎。 鋳込時取鍋より採取した試料

の成分をもって代表する。 

対象成分はＣ，Ｐ，Ｓ及び炭

素当量算出に必要な成分。 

規定値を満足しない場合に

は、そのチャージは不合格。

鋳

鋼

材料試験 

上沓、下沓 

ＳＣＷ４８０  溶接構造用鋳鋼品（JIS  G  5102 ） 

引 張 試 験 衝撃試験 

シャルピー吸収エネルギー
J 記号 降伏点 

N／ 
引張強さ
N／ 

伸び 
％ 試験温度

℃ 
3個の 
平均値 

SCW480 275 以上 480 以上 20 以上 0 27 以上 

引張試験方法 JIS Z 2241 

（引張試験片  JIS Z 2241 14A 号） 

衝撃試験方法 JIS Z 2242 

（衝撃試験片   JIS Z 2242 V ノッチ） 

各チャージ毎に３本

採取。 

ＪＩＳ試験方法 機械的性質は所定の値を満

足するよう十分留意して製

鋼、焼鈍等を行うが、万一そ

の値を満足できない場合に

は、ＪＩＳ Ｇ ０３０７に

規定されている再試験を行

う。 

構

造

用

炭

素

鋼

・

合
金
鋼

化学成分 

材料試験 

 ピン

SCM435 機械構造用合金鋼鋼材（JIS G 4053） 

球面ナット、球面座金、アンカーボルト受け 

S35CN  機械構造用炭素鋼鋼材（JIS G 4051） 

 ローラ

SNCM439 機械構造用合金鋼鋼材 (JIS G 4053) 

 支圧板

SNCM447 機械構造用合金鋼鋼材 (JIS G 4053) 

 鋼 板 

SS400  一般構造用圧延鋼材 (JIS G 3101) 

SUS304 熱間、冷間圧延ステンレス鋼板および鋼帯(JIS G 4304、4305) 

ボルト 

強度区分 8.8 炭素鋼及び合金鋼製締結用部品の機械的性質―第１部：ボルト，ねじ及び植込みボルト（JIS B 1051）

ばね座金 

SWRH57 ばね座金（JIS B 1251） 

 メーカーのミルシートにより

その品質を確認する。 

-
3
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区分 試験項目（方法） 適  用  ・  基  準 測定基準 管  理  方  法 処 置 等 

特

殊

用

途

鋼

材料試験 

アンカーボルト 

ＳＵＳ４３１     ステンレス鋼棒（JIS G 4303） 

引 張 試 験 衝撃試験 硬さ 

(下記のいずれか 1 つを適用)ｼｬﾙﾋﾟｰ吸収ｴﾈﾙｷﾞ

J 
鋼種

記号
耐力

N／ 

引張強さ

N／ 

伸び

％ 

絞り

％ 試験温度

℃ 

HBW 

HRBS

又は

HRBW

HV 

SUS431 590 以上780 以上 15 以上 40 以上 23 

39 以上

229 以上 98 以上 241 以上

引張試験方法 JIS Z 2241（引張試験片 JIS Z 2241 14 号） 

衝撃試験方法 JIS Z 2242（衝撃試験片 JIS Z 2242 U ノッチ） 

各ロット毎。 メーカーのミルシートに

より確認する。 

規格値を満足しない場

合には、ＪＩＳ Ｇ ４３

０３に 規定されている

再試験を行う。 

上沓、下沓 

探傷部位：下図 

磁粉探傷 

（ＭＴ） 

探傷方法：ブロッド法（直交２方向） 

磁化方法：連続法 

通電方法：1000～1200 Amp 

ブロッド間隔：150～200 ㎜ 

磁粉の種類：蛍光湿式磁粉 

全 数   ワレ、線上欠陥は不可。

 JIS G 0565(1982)の 2級

2群を適用する。 

基準を逸脱した欠陥が

発生した場合には、その欠

陥を補修し再検査を行う。

上沓、下沓 

探傷部位：下図 

被

破

壊

検

査

超音波探傷 

（ＵＴ） 
探傷方法：一探触子垂直法 

探傷器 ：パルス反射式 

周波数 ：2ＭHz 

感 度 ：ＡＳＴＭ Ａ６０９ 6.35φ 

人工欠陥からの最大反射波を 75％に設定 

全 数 ローラー・支承板挿入部の

穴まわりに行う。 

ＡＳＴＭ Ａ ６０９

6.35φの４級（欠陥波の移動

距離約 50㎜×50㎜）までを

合格とする。 

基準を逸脱した欠陥が

発生した場合には、その欠

陥を補修し再検査を行う。

-
3
4
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区分 試験項目（方法） 適  用  ・  基  準 測定基準 管  理  方  法 処 置 等 

焼

入

硬度測定 

ローラー      ＳＮＣＭ ４３９ 

支圧板       ＳＮＣＭ ４４７ 

 高周波焼入      ＪＩＳ Ｂ ６９１２ 

表面硬度       ＨＢ ６００～６８０ 

焼入深さ       ローラー 3㎜以上 

           支圧板  3 ㎜以上 

１ﾛｯﾄにつき１個。  記 録 

硬度測定記録 

硬化部深度曲線 

 管 理 

必要硬度、必要深度が得ら

れるように適正な温度で焼入

焼戻しを行う。 

規格値より逸脱したものが

ある場合には、そのロッド全

数について再熱処理を行う。

メ

ッ

キ

メッキ厚測定 

 ローラー、支圧板

無電解ニッケル-りんめっき ＪＩＳ Ｈ ８６４５ 
測定メッキ厚        ３０μｍ 

工業用クロムメッキ  ＪＩＳ Ｈ ８６１５ 
測定メッキ厚     ２０μｍ 

ピン 

無電解ニッケル-りんめっき ＪＩＳ Ｈ ８６４５ 
測定メッキ厚        ３０μｍ 

上沓、下沓、抜け止め、位置決め板、押え板、位置決め矢、カム 

溶融亜鉛めっき ＪＩＳ Ｈ ８６４１ ＨＤＺ５５ 
測定メッキ厚  ７６μm 

ボルト、バネ座金 

溶融亜鉛めっき ＪＩＳ Ｈ ８６４１ ＨＤＺ３５ 
測定メッキ厚  ４９μm   

１ﾛｯﾄにつき１個。 外径をマイクロゲージにて

測定。 

所定の厚さを得られなかっ

た場合には、そのロット全数

について再メッキを行い、再

測定する。 

溶

接

溶接外観の管理 

 ビード表面の凹凸

ビード表面の凹凸は、ビードの長さ 25㎜の範囲で 3㎜を越さないこと。

 亀裂

亀裂はあってはならない。 

 アンダーカット、ピンホール

アンダーカット及びピンホールがないこと。 

全数目視確認。 目視によるが、疑わしい場合

は計測器により測定する。 

ビード表面の凹凸は肉盛溶

接又はグラインダ仕上げを行

う。 

アンダーカットは肉盛（必

要に応じてグラインダ仕上

げ）にて補修する。 

ピンホールはガウジングし

て、肉盛溶接により補修する。

塗

装

塗膜厚測定 

「沖縄地区鋼橋塗装マニュアル」による １０セットにつき１

セットとする。 

塗料：メーカーの塗料証明書に

より品質を確認する。 

塗装：塗装膜厚記録による。 

塗膜厚が規定値を満足しな

い場合については補修塗装を

行う。 

-
3
5
-



第４章 出来形管理 

４－１ 軌道桁製作精度 

１．走行面と側面の直角度は、桁中央及び端部を測定し、その他については調整装置位置及び端部と

する。但し、10 本に１本の割合いで調整装置中間位置の通りについて測定し、型枠の歪管理をす

るものとする。 

２．測定は、養生室内にて、モールド台車を所定の位置に固定して行う。 

４－２ 出来形管理基準及び規格値 

次表による。 

4-2-1 支柱                                 37 

4-2-2 プレストレストコンクリート軌道桁                                43 

4-2-3 鋼軌道桁および合成鋼軌道桁                                49 

4-2-4 支承                                 56 

4-2-5 分岐器                                 59 

4-2-6 基礎工                                 61 

4-2-7 モノレール橋                                 61 

4-2-8 地下区間                                 67 

-36-



４－２－１ 支柱の出来形管理基準 

出 来 形 管 理 基 準 出 来 形 管 理 方 法 

規 格 値 
工 種

項 目 規 格 値 
測 定 基 準 出 来 形 図 出来高計算書 出来形成果表

測 定 箇 所 

支柱中心間隔 Ｌ ±２０㎜ 

３径間の総誤差 

±３０㎜ 

平面角度 
θ1、θ2

±10/1000rad 

標準高 ＋１０㎜ 

－２０㎜ 

支

柱

の

位

置 水準狂い ±10/1000rad 

出来形及び

写真管理 

  別添図２－１参照 

支承の中心座標 

(線路方向、線路直角

方向のずれ) 

±１０㎜ 

隣接支柱との支承座

間隔  Ｌ、Ｌo、Ｌi

±１０㎜ 

３径間の総誤差 

±２０㎜ 

支柱上縦距 

２×a ± ５㎜ 

支柱上横距 

Ｂo、Ｂi
± ５㎜ 

平面角度 

θ1、θ2
±3/1000rad 

高さ狂い ＋ ５㎜ 

－１０㎜ 

コ

ン

ク

リ

｜

ト

支

柱

支

承

座

の

位

置

水準狂い ±5/1000rad 

出来形図及

び写真管理 

  別添図２－１参照 -
3
7
-



出 来 形 管 理 基 準 出 来 形 管 理 方 法 

規 格 値 
工 種

項 目 規 格 値 
測 定 基 準 出 来 形 図 出来高計算書 出来形成果表

測 定 箇 所 

梁の橋軸方向幅 

２×a’ ≧－１０㎜ 

梁の橋軸直角方向幅

Ｂ’o、Ｂ’ｉ ≧－１０㎜ 

梁の高さ 

Ｈ2 ≧－２０㎜ 

柱の幅 

Ｗ1、Ｗ2 ≧－２０㎜ 

柱の高さ 

Ｈ1 ≧－３０㎜ 

底版の幅 

Ｌ1、Ｌ2 ≧－３０㎜ 

コ

ン

ク

リ

｜

ト

支

柱

底版の高さ 

Ｈ3 ≧－２０㎜ 

コ

ン

ク

リ

｜

ト

支

柱

出来形図及

び写真管理 

-
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図２－１ 

-
3
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出 来 形 管 理 基 準 出 来 形 管 理 方 法 

規 格 値 
工 種

項 目 規 格 値 
測 定 基 準 出 来 形 図 出来高計算書 出来形成果表

測 定 箇 所 

フランジ幅 

Ｂ（m）

腹 板 高 

Ｈ（m）

腹板間隔 

ｂ（m）

±２㎜ Ｂ≦１ 
±３㎜ １＜Ｂ≦２
±（２＋Ｂ/２）㎜ 

２＜Ｂ 

上記のＢはＢ・Ｈ及

びｂを代表したもの
である。 

部 材 長 

Ｌ（m）

±３㎜ Ｌ≦10 

±４㎜ Ｌ＞10 

部材の曲がり 
δ（㎜）

L/1000 

L:部材長（㎜） 

フランジに

対して 

b/150 

b:腹板間隔（㎜）

板

の
平
面

度

腹板に対し

て 

H/250 

H:腹板高（㎜） 

支

柱

の

形

状

寸

法

支柱とベースプ

レートの鉛直度

δ（㎜）

b/500 

b：部材幅（㎜）

設計値と測

定値の関係を

対比した精度

管理表を作

成。 

ベースプレート

の水平度 

δ（㎜）

b/250 

b:部材幅（㎜） 

各脚、ベースプレートを測

定する。 

ボルト孔の位置

ｂ 

± ２㎜ 

b:孔中心間距離 

全数を測定する。    

ボルト孔の径

ｄ 

0～＋５㎜ 

d:孔の直径 

全数を測定する。    

鋼

支

柱

部

材

精

度

ベ

｜

ス

プ

レ

｜

ト
ボルト孔の鉛直

度  δ（㎜）

h/500 

h:部材高（㎜） 

全数を測定する。     

-
4
0
-



出 来 形 管 理 基 準 出 来 形 管 理 方 法 

規 格 値 
工 種

項 目 規 格 値 
測 定 基 準 出 来 形 図 出来高計算書 出来形成果表

測 定 箇 所 

アンカービーム

上面の水平度 
δ1（㎜）

b/500 
b:ボルト間隔（㎜）

鉛直度 
δ2（㎜）

h/500 
h:ビーム間隔（㎜）

ビーム間隔 
   h 

± ５㎜ 

ｂ：ボルト間隔 

ボルト位置 

   b 
± ２㎜ 

b:ボルト間距離 

ア

ン

カ

｜

フ

レ

｜

ム ボルト孔の径 
   d 

０～＋５㎜ 
d：孔の直径 

軸芯上全数測定する。 

支

持

寸

法

柱の中心間隔及
び対角度 
   Ｌ（㎜）

± 5㎜ Ｌ≦10 
±10㎜ 10＜Ｌ≦20 
±(10+(L-20)/10)㎜

    20＜L 

両端部及び片持ち梁部を
測定する。 

梁のキャンバー
及び柱の曲がり 
   δ（㎜）

L/1000 
L:測線長（㎜） 

各主構の各格点を測定す
る。 

柱の鉛直度 
   δ（㎜）

10㎜  H≦10m 
H/1000 H＞10m 

 H:高さ（㎜） 

各柱及び片持ち梁部を測
定する。 

鋼

支

柱

仮

組

立

精

度

支

柱

の

形

状
現場継手部の隙
間 

δ（㎜）

設計遊間 ±３㎜ 

設計遊間が３㎜以下
の場合の規格値は 
０≦δ≦設計遊間 

＋３㎜

全継手数の 1/2 を測定す
る。右図におけるδ1、δ2の

うち、大きいもの。 

-
4
1
-



出 来 形 管 理 基 準 出 来 形 管 理 方 法 

規 格 値 
工 種

項 目 規 格 値 
測 定 基 準 出 来 形 図 出来高計算書 出来形成果表

測 定 箇 所 

橋軸方向支承座

間隔 
２a 

± ５㎜ 
仮

組

立

精

度

支

承

座

の

間

隔

橋軸直角方向支
承座間隔 

Ｂ、Ｂo、 

Ｂi（㎜） 

±（3+B/2）㎜ 

上記のＢはＢ・Ｂo

及びＢi を代表した
ものである 

別添図２－１参照 

隣接支柱との

中心間距離 
   Ｌ 

±20㎜ 
３径間の総誤差 

±30㎜ 

 設計値と測

定値の関係を
対比した精度
管理表を作成

基準高 ＋10㎜ 

－20㎜ 

   〃   

平面角度 
θ1、θ2 ＋3/1000rad 

   〃   

別添図２－１参照 

支

柱

の

位

置

中心線に対する

橋軸方向及び橋
軸直角方向のず
れ    δ 

±20㎜ 

支柱

の

形状

梁のキャンバー

及び柱の曲がり
（参考値） 

L/1000 
L：測線長（㎜） 

隣接支柱との支
承座中心間距離 

Ｌi 、Ｌo

±10㎜ 
３径間の総誤差 

±20㎜ 

鋼

支

柱

据

付

精

度
支

承

座

の

位

置

基準高 
＋ ５㎜ 
－10 ㎜ 

-
4
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４－２－２ プレストレストコンクリート軌道桁の出来形管理基準 

出 来 形 管 理 基 準 出 来 形 管 理 方 法 

規 格 値 
工 種

項 目 規 格 値 
測 定 基 準 出 来 形 図 出来高計算書 出来形成果表

測 定 箇 所 

桁 幅 両端部 ±２㎜ 

中間部 ±４㎜ 

各 桁   測定記録 水平輪当たり面位置における桁幅を測定する。 

桁 長 ±10 ㎜ 各 桁 

製作直後及びプレ直後。 
ただし、指定する桁につい

ては、その他に材令２８日、

３ヶ月について測定する。

  測定記録 軌道桁断面図に示す(1)～(4)の4隅における桁長

を測定する。 

P 

C 

軌

道

桁

製

品

走行面の直角度 ±5/1000rad 各 桁 
両端部と中央部で測定す

る。

  測定記録 直角定規により走行面と側面（案内、安定面）と
の角度の狂いを測定する。 

-
4
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出 来 形 管 理 基 準 出 来 形 管 理 方 法 

規 格 値 
工 種

項 目 規 格 値 
測 定 基 準 出 来 形 図 出来高計算書 出来形成果表

測 定 箇 所 

桁両端面の傾き ±5/1000rad 各 桁 

製作直後及びプレ直後。 
ただし、指定する桁につい

ては、その他に材令２８日、

３ヶ月について測定する。 

  測定記録  桁端面の傾きを測り設計値に対する狂い量をチ

ェックする。 

桁の高さ ＋10 ㎜ 

－5㎜ 

各 桁   測定記録  スパン中央と桁端部の支承中心位置における軌
道桁の高さを測定し、設計値との差を確認する。 

 （桁両側面を測定する） 

局部的凹凸 ２㎜ 各 桁   測定記録  軌道桁走行面における段付きなどによる局部的
凹凸をストレッチなどの定規を用いて測定する。 

P 

C 

軌

道

桁

製

品桁の端面相互の捩じ
れ 

0≦5/1000rad 各 桁   測定記録  軌道桁の前後両端面中心の相互の捩じれ角（θ）
を測定し、設計値に対する狂い量をチェックする。

-
4
4
-



出 来 形 管 理 基 準 出 来 形 管 理 方 法 

規 格 値 
工 種

項 目 規 格 値 
測 定 基 準 出 来 形 図 出来高計算書 出来形成果表

測 定 箇 所 

全体的通り狂い 

（水平通り） 
（高低通り） 

e≦L/2500 ㎜ 各 桁 

高低通りは製作直後に端
部及びモールドジャッキ位
置で測定。 

 指定する桁については、プ
レ直後、材令１０日、２０日、
３０日、６０日、４ヶ月、 

６ヶ月について測定する。 

  測定記録  桁長≒弦長 L（㎜）に対する正矢の狂い量（設計

値との差）で表す。 

      L：桁長（㎜） 

      e：正矢の狂い量（㎜） 

 測定点は断面方向で下記とする。 

P 

C 

軌

道

桁

製

品

部分的通り狂い 

 （水平通り） 
 （高低通り） 

e’ ≦３㎜/４m 各 桁   測定記録  ４m 弦に対する正矢の狂い量（設計値との差）で

表す。 

 目視により狂い量の最大点を探し、その前後各２

m、計４mの弦に対して正矢を測定する。 

-
4
5
-



出 来 形 管 理 基 準 出 来 形 管 理 方 法 

規 格 値 
工 種

項 目 規 格 値 
測 定 基 準 出 来 形 図 出来高計算書 出来形成果表

測 定 箇 所 

遊 間 30 ㎜±10㎜ 各継手部   測定記録  下記の４点及び伸縮装置のアキの最大最小値を

測定する。 

段違い 
（桁） 

｜a1－a2｜≦３㎜ 各継手部   測定記録  隣接桁間の段違いをコンベックスなどにより測

定する。測定点は下記とする。 

P 

C 

軌

道

桁

据

え

付

け

水準狂い 
（桁側面の傾き）

7/1000rad 各継手部   測定記録  桁の継手部の側面の水準狂いを特殊測定器によ
り測定する。 

-
4
6
-



出 来 形 管 理 基 準 出 来 形 管 理 方 法 

測 定 箇 所 
工 種

規 格 値 
測 定 基 準 出 来 形 図 出来高計算書 出来形成果表

項 目 規 格 値 

P 

C 

軌

道

桁

据

え

付

け

伸縮継手の段違い 桁と伸縮継手 
±２㎜ 

各継手部   測定記録  伸縮継手と軌道面の段違いをコンベックスなど
により測定する。測定点は「桁」の項と同じとする。

伸縮継手相互の段違
い 

伸縮継手間 
±２㎜ 

各継手部   測定記録  伸縮継手間の段違いをコンベックスなどにより

測定する。測定点は「桁」の項と同じとする。 

軌道中心間隔 ０～+25 ㎜ 継手部   測定記録  走行面の上下線中心間隔をスチールテープにて
測定する。 

-
4
7
-



出 来 形 管 理 基 準 出 来 形 管 理 方 法 

規 格 値 
工 種

項 目 規 格 値 
測 定 基 準 出 来 形 図 出来高計算書 出来形成果表

測 定 箇 所 

高さ ±3㎜ 

軌道に対する直角度 ±1/500rad 

相互間隔 ±2㎜ 

調

整

装

置軌道中心よりの距離 ±2㎜ 

調整装置位置 

幅 ±0.5 ㎜ 

下辺高さ ±10㎜ 

垂直度 ±0.5 ㎜ 

軌道中心との平行度 ±0.5㎜ 

側

型

枠

内面の通り度 ±0.5 ㎜ 

モールド柱位置 

水平度 ±5㎜ 

軌道に対する直角度 ±5㎜ 

側
型
枠
吊
装
置

アンカーボルト 
（直角方向） 

±2㎜ 

モールド柱位置 

軌道に対する直角度 ±5㎜ 

モ

ー

ル

ド

設

備

吊

装

置

レ

ー

ル

ガ

イ

ドアンカーボルト ±2㎜ 
モールド柱位置 

水 準 狂 い ±1㎜ 

高 低 狂 い 2㎜/2m 

固
定
部
分

性
室
の
台
車

モ
ー
ル
ド
養通 り 狂 い 3㎜/3m 

水 準 狂 い 2㎜ 

高 低 狂 い 3㎜/3m 

生
室
モ
ー
ル
ド
養

上
記
以
外
の通 り 狂 い 3㎜/3m 

軌

条

そ の 他 の 部 分 5㎜以下 

台車固定位置 

通 り 狂 い 3㎜/3m 

高 低 狂 い 3㎜/3m 

P 

C 

軌

道

桁

軌
条

ガ
ン
ト
リ
ー

軌 条 間 隔 -4㎜～7㎜ 

養生室の両端及び中央部 

 測定方法などについては、「モールド設備取扱要
領書」による他、下記による。 

１．吊装置の水平度 

（側面図） 

２．吊装置の直角度 

（平面図） 

-
4
8
-



４－２－３ 鋼軌道桁および合成鋼軌道桁の出来形管理基準 

出 来 形 管 理 基 準 出 来 形 管 理 方 法 

規 格 値 
工 種

項 目 規 格 値 
測 定 基 準 出 来 形 図 出来高計算書 出来形成果表

測 定 箇 所 

Ｈ≦１m ±２㎜ 

１m＜Ｈ≦２m ±３㎜ 
桁

高
２m＜Ｈ １m 又はその端数

を増す毎に±３㎜に
±１㎜を加える。 

各部材毎に２箇所測定す
る。 

Ｗ＜１m ±２㎜ 

１m≦Ｗ＜２m ±３㎜ 

フ

ラ

ン

ジ

幅 ２m≦Ｗ １m 又はその端数
を増す毎に±３㎜に

±１㎜を加える。 

各桁の幅の変化点ごとに
測定する。 

ただし、現場継手部は相対誤差を規格値の１／２

とし、３㎜を超えてはならない。 

Ｌ≦10m ±３㎜ 部

材

長 Ｌ＞10m ±４㎜ 

全数を測定する。 

ウエブに関して

（ウエブ高目） 

Ｈ／250 
Ｈ＝㎜ 

桁

の

平

面

度

フランジに関して

（フランジ幅Ｗ）

Ｗ／150 

Ｗ＝㎜ 

フランジ直角度 d/（b/2）≦1/100 

変形を生じた位置で測定
する。 

鋼

軌

道

桁

お

よ

び

合

成

軌

道

桁

製

品

現場継手部の隙間設

計値 

(ｲ) ０ 

(ﾛ) ０以外のとき 

(ｲ) ０≦３㎜ 

(ﾛ) ＋３㎜≦５㎜ 

継手毎に全数測定する。 

① 仮組立時
の製作キャ

ンバーを実
測し、横断
図を作成す

る。 
② スパン 40
m 以上の鋼

橋で製作キ
ャンバーが
測定できな

っかたもの
について、
架設完了後

架設時キャ
ンバーを測
定し、縦断

図を作成す
る。 

③ 実測単位

は ㎜ と す
る。 

① 設計書に
添付された

材料と出来
高が変った
場合は、変

った事項が
確認できる
材料表を作

る。 

① 仮組立時
における社

内出来形検
査 表 を 作
る。（伸縮継

手、沓を含
む） 

② 塗装厚は

100 ㎡毎に
１箇所（10
点以上の平

均）を測定
する。 

③ 塗膜厚成

果 表 を 作
る。 

④ 架設完了

後、設計図
において基
準高の示さ

れている箇
所について
実測し、出

来形成果表
を作る。 

-
4
9
-



出 来 形 管 理 基 準 出 来 形 管 理 方 法 

規 格 値 
工 種

項 目 規 格 値 
測 定 基 準 出 来 形 図 出来高計算書 出来形成果表

測 定 箇 所 

Ｌ≦10m ±５㎜ 

10＜Ｌ≦20m ±10 ㎜ 

支

間

及

び

全

長
20m＜Ｌ ±{10＋(Ｌ－20）/10}㎜ 

Ｌ：（m） 

各桁毎に全数測定する。 

桁の中心間距離 ＋{4＋（Ｂ－2）×0.5}㎜ 

Ｂ：設計中心間距離

（m） 

一連毎に両端及び支間中

央について、各上下間を測定

する。 

Ｌ≦20m ±５ 

20＜Ｌ≦40m －５～＋10 

40＜Ｌ≦80m －５～＋15 

80＜Ｌ≦200m －５～＋25 

そ

り

 Ｌ：支間長（m）

主桁、主構を全数測定す

る。 

Ｌ≦10m ±５㎜ 

10＜Ｌ≦20m ±10㎜ 

鋼

軌

道

桁

お

よ

び

合

成

軌

道

桁

仮

組

お

よ

び

据

付

け

平

面

対

角

線

長

20m≦Ｌ ±{10＋(Ｌ－20）/10)㎜ 

Ｌ：（m） 

-
5
0
-



出 来 形 管 理 基 準 出 来 形 管 理 方 法 

規 格 値 
工 種

項 目 規 格 値 
測 定 基 準 出 来 形 図 出来高計算書 出来形成果表

測 定 箇 所 

Ｌ≦30m δ＝±５㎜ 

30＜Ｌ≦50m δ＝±10㎜ 

50＜Ｌ≦70m δ＝±15㎜ 

桁

の

通

り
Ｌ＞70m δ＝±20㎜ 

鉛直度 

３＋Ｈ／1000 

Ｈ＝（㎜） 

案内・安定面の全体

的通り狂い 

±0.4Ｌ㎜ 

Ｌ：桁長（m） 

案内・安定面の部分

的通り狂い 

４mにつき±３㎜ 

鋼

軌

道

桁

お

よ

び

合

成

軌

道

桁

仮

組

お

よ

び

据

付

け

桁長又は弦長Ｌに対する誤

差δで表す。 

-
5
1
-



出 来 形 管 理 基 準 出 来 形 管 理 方 法 

規 格 値 
工 種

項 目 規 格 値 
測 定 基 準 出 来 形 図 出来高計算書 出来形成果表

測 定 箇 所 

水準狂い ±7/1000rad 

（-7 ㎜≦δ1≦+7 ㎜）

（-5㎜≦δ2≦+5 ㎜）

測定値ｅ 

設計値ｅυ（カントによる）

誤差 δ＝ｅ－ｅυで表す。

鋼

軌

道

桁

お

よ

び

合

成

軌

道

桁

仮

組

お

よ

び

据

付

け

走行面と案内面、安

定面と直角度 

±4/1000rad 

（-1 ㎜≦δ1≦+1㎜）

（-4㎜≦δ2≦+4㎜）

（-3㎜≦δ3≦+3㎜）

-
5
2
-



出 来 形 管 理 基 準 出 来 形 管 理 方 法 

規 格 値 
工 種

項 目 規 格 値 
測 定 基 準    

測 定 箇 所 

主桁幅 端 部：-2㎜～+2㎜

中間部：-2㎜～+4㎜

鋼

軌

道

桁

お

よ

び

合

成

軌

道

桁

仮

組

お

よ

び

据

付

け

主桁間隔 -{2+(B-2)×0.25}㎜

～ 

+{4+(B-2)×0.25}㎜

Ｂ：設計主桁間隔 

（m） 

架設完了後現地で再測定

する。 

測定位置図

-
5
3
-



出 来 形 管 理 基 準 出 来 形 管 理 方 法 

規 格 値 
工 種

項 目 規 格 値 
測 定 基 準 出 来 形 図 出来高計算書 出来形成果表

測 定 箇 所 

桁とフィンガープレ

ートの段違い 

δ≦２㎜ 架設完了後現地で再測定

する。 

測定位置図 

フィンガープレート

とフィンガープレー

トの段違い 

δ≦２㎜ 架設完了後の測定のみ行

う。 

フィンガープレートのすべてのフィンガー位置で

測定する。 

桁と桁の遊間 ±10 ㎜ 架設完了後の測定のみ行

う。 

   下記の４点で測定し、その最大誤差を管理する。

鋼

軌

道

桁

お

よ

び

合

成

軌

道

桁

仮

組

お

よ

び

据

付

け

現場継手部の隙間 

δ（㎜） 

設計遊間 ±３㎜ 

設計遊間が３㎜以

下の場合の規格値は

０≦δ≦設計遊間

＋３㎜

全継手数の１／２で測定

する。 

右図におけるδ1δ2のうち

大きいもの。 

-
5
4
-



出 来 形 管 理 基 準 出 来 形 管 理 方 法 

規 格 値 
工 種

項 目 規 格 値 
測 定 基 準 出 来 形 図 出来高計算書 出来形成果表

測 定 箇 所 

鋼

軌

道

桁

お

よ

び

合

成

軌

道

桁

据

付

け

局部的凹凸 δ≦２㎜ 架設完了後現地で再測定

する。 

主桁添接部における走行面、案内面、安定面で測

定する。 

局部的凹凸 δ≦２㎜ 走行面および案内面につ

いて段付きなどによる局部

的凹凸をストレッチなどの

定規を用いて測定する(走行

路コンクリート側面と上フ

ランジ側面の段差も含む)。

合

成

軌

道

桁

走

行

路

コ

ン

ク

リ

ー

ト

走行路コンクリート

の厚さ 

－2mm～＋2mm  

-
5
5
-



４－２－４ 支承の出来形管理基準 

区分 試験項目（方法） 適 用 ・ 基 準 測 定 基 準 管 理 方 法 処 置 等 

鋳鋼寸法 

上沓、下沓 
鋳放し部主要寸法確認 
ＪＩＳ Ｂ ０４０３〔鋳鋼品普通寸法〕のＣＴ13、14 

鋳造肉厚寸法（ＣＴ１３） 

寸法の区分（㎜） 公差（㎜） 

16 を超え   25 以下

25 を超え   40 以下
40 を超え   63 以下
63 を超え  100 以下

100 を超え  160 以下
160 を超え  250 以下

6 

7 
8 
9 

10 
11 

長さの公差（ＣＴ１４） 

寸法の区分（㎜） 公差（㎜） 

63 を超え  100 以下
100 を超え  160 以下

160 を超え  250 以下
250 を超え  400 以下
400 を超え   630 以下

630 を超え  1000 以下
1000 を超え  1600 以下

11 
12 

14 
16 
18 

20 
23 

同一型を用いて
同一方式で製作し
たものについて初

回に１回。 

メーカーの寸法記録及びその確認。 所定寸法を逸脱した場合に
は、木型から修正して再製し、
再度測定する。 

寸

法

部品寸法 

主要部品の主要寸法について、単品で寸法測定する。 

上 沓、下 沓     ： ピン穴寸法 

支圧板取付穴寸法 

ボス間隔及びボス幅寸法 

アンカーボルト穴ピッチと穴径 

ピン、ローラ穴高さ寸法 

 ピ ン    ：直径寸法 

 ロ ー ラ    ：直径及び長さ寸法 

 支 圧 板    ：幅、長さ、厚さ寸法 

 カ ム    ：厚さ、ボルト穴ピッチ及び穴寸法 

アンカーボルト    ：直径、長さ寸法 

アンカーボルト受   ：穴径、厚さ寸法 

アンカーボルト案内 ：案内幅寸法 

球 面 ナット    ：スリット幅寸法 

全数測定 

ただし、治具ボ
ーラＮＣ、その他
寸法誤差の生じな

い方式で加工した
寸法については、
10 セット毎に１セ

ットとすることが
できる。 

寸法測定記録 所定寸法を逸脱した場合に

は、修正又は再製しなければな
らない。 

-
5
6
-



区分 試験項目（方法） 適 用 ・ 基 準 測 定 基 準 管 理 方 法 処 置 等 

寸

法

部品寸法 

 機械加工寸法 
JIS B 0405 〔普通寸法差（削り加工）〕の中級 

 ボルト穴径   

ボルト穴径の公差（㎜） 

ドリル加工穴
＋0.8 
－0.3 

 ボルト穴中心距離の許容差 

寸法の区分（㎜） 寸法差（㎜） 

1以上    4 以下 

4 を超え   16 以下 
16を超え   63 以下 
63を超え    250 以下 

250 を超え  1000 以下 

±0.3 

±0.5 
±0.7 
±1.2 

±2.0 

 表面アラサ 

表面アラサは、設計図書の指定に従い JIS B 0601（表面アラ
サ）による。 

表面アラサの区分値 
仕上げ記号

Rmax Rz Ra 

6.3  s 6.3  z 1.6  a 

25  s 25  z 6.3  a 

50  s 50  z 12.5  a 

～ 特に規定しない 

全数測定 
ただし、治具ボ

ーラＮＣ、その他

寸法誤差の生じな
い方式で加工した
寸法については、

10 セット毎に１セ
ットとすることが
できる。 

寸法測定記録 所定寸法を逸脱した場合に
は、修正又は再製しなければな
らない。 

1.6

6.3

12.5

-
5
7
-



区分 試験項目（方法） 適 用 ・ 基 準 測 定 基 準 管 理 方 法 処 置 等 

寸

法

部品寸法 

 ね じ 
ねじの種類、ピッチ及び精度は下記の通りとする。 

ボルトの呼び径 

メートル並目ねじ メートル細目ねじ 

ねじの種類 ＪＩＳ B 0205-1～4 
（メートル並目ねじ）

ＪＩＳ B 0205-1～4 
（メートル細目ねじ）

ピ ッ チ ＪＩＳ規格による ２㎜ 

精 度 
ＪＩＳ B 0209-3 

（ﾒｰﾄﾙ並目ねじの許容 
限界寸法及び公差）

ＪＩＳ B 0209-3 

（ﾒｰﾄﾙ細目ねじの許容 
限界寸法及び公差）

-
5
8
-



４－２－５ 分岐器の出来形管理基準 

工 種 管 理 項 目 規 格 値 管 理 方 法 測 定 基 準 測 定 箇 所 備 考 

全体的通り、高低

狂い 

15 ㎜／20m 

部分的通り、高低

狂い 

３㎜／４m及び 

２㎜／２m 

通りは案内安定面、高低

は走行面において測定す

る。 

走行面と案内安定

面の直角度 

±５／1000rad 

水準狂い  ５／1000rad 

桁  幅 両端部 ±２㎜ 

中間部 ±４㎜ 

桁  長 ±（５＋Ｌ／10）㎜ Ｌ：桁長（m） 

軌道桁部の寸法

精度 

段 違 い ２㎜ 

分

岐

器

の

精

度

ベッドプレート

据付け寸法精度 

取付寸法公差Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

Ｅ 

Ｆ 

Ｇ 

（ 20000±５）㎜ 

（  5000±３）㎜ 

（  5000±３）㎜ 

（  5000±３）㎜ 

（  5000±３）㎜ 

（   400±３）㎜ 

（   750±３）㎜ 

-
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工 種 管 理 項 目 規 格 値 管 理 方 法 測 定 基 準 測 定 箇 所 備 考 

高さ寸法   Ｌ

       Ｃ

       Ｒ

±３㎜ 

左右方向寸法 イ

       ロ

±３㎜ 

平 坦 度 ２／1000 以下     

分

岐

器

の

精

度

ベッドプレート

据付け寸法精度

高低差（同一内） ３㎜以内     

-
6
0
-



４－２－６ 基礎工の出来形管理基準 ４－２－７ モノレール橋の出来形管理基準 

工 種 管 理 項 目 規格値（単位：㎜） 管 理 方 法 測 定 基 準 測 定 箇 所 備 考 

基 礎 杭 

場所打ち杭 
深   礎 

基準高 

根入長 

偏心量 

傾斜 

杭径 

±50 

設計値以上 

100 以内・・・場所打ち杭 
150 以内・・・深礎 

1/100 以内・・場所打ち杭 
1/ 50 以内・・深礎 

設計(公称)径-30 以上 

・・・場所打ち杭

出来形図 

出来形図及び 
写真管理 

基準高 ±50 出来形管理図表 

延 長 ＋矢板１枚、－０ 出来形図 

基

礎

工

矢  板  工 

木矢板 
コンクリート 
矢板 

鋼矢板 

法線に対する出入
り 

±100 出来形管理図表
及び写真管理 

重要構造物等については

全数、それ以外については
監督職員の指示による。打
止めの沈下量は重要構造物

は全数、それ以外は監督職
員の指示による。重要構造
物とは橋梁等をいう。 

設計図書の測点毎に測定
する。 

偏心量に対する設

計チェック 

仮設の場合は除く

幅（上）  a1 

幅（下）  a2 

高さ    h 

＋10、－５ 

±５ 

＋10、－５ 

出来形管理図表
写真管理 

桁 長   

（スパン長） 

±15 出来形図 

橋
梁
工
（
モ
ノ
レ
ー
ル
橋
）

プレストレスト

コンクリート工

横方向最大タワミ （２ －６）※

（1.5 －６）

出来形図 

桁１本毎に全数測定す
る。横方向タワミの測定は、

プレストレッシング後に測
定する。桁断面寸法は桁の
両端及び中央で測定する。

※  上段は
プレテン桁橋用、

但し10㎜をこえて
はならない。 

 ＝スパン長

-
6
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工 種 管 理 項 目 規格値（単位：㎜） 管 理 方 法 測 定 基 準 測 定 箇 所 備 考 

部材高 

Ｈ≦２m 
Ｈ＞２m 

±４ 
±（３＋Ｂ／２） 

桁各部毎２ヶ所測定す

る。 

フランジ幅 
Ｗ≦0.5m 

0.5m＞Ｗ≧１m 

Ｗ＞1m 

±２ 
±３ 

±（３＋Ｂ／２） 

各桁の幅の変化点毎に測
定する。 

部材長 

Ｌ≦10m 
Ｌ＞10m 

±３ 
±４ 

全桁数を測定する。 

桁の腹板 

箱桁のフラン

ジ及び鋼床版
のデッキプレ
ート 

h／250 
h：腹板高（㎜） 

Ｗ／150 
Ｗ：リブ間又は腹板間隔

（㎜） 

橋

梁

工

（

モ

ノ

レ

ー

ル

橋

）

鋼  橋 

鈑 桁 

箱 桁 

鋼床版 

板

の

平

面

度

フランジの
直角度 

δ㎜ 

Ｗ／200 
Ｗ：フランジ幅 

設計値と測定

値の関係を対比
した精度管理表
を作成する。 

変形を生じた位置で測定
する。 

仮組立時基準 

１．歩道橋には適用
しない。 

２．仮組立を行う場

合は、原則として
各部材が無応力状
態になるように適

当な支持を設ける
ものとする。 

３．スチールテープ

は下部工に使用す
るものとテープ合
せを行った請負者

のテープをもって
測定する。 

４．測定にあたって

は、気温（室温）
20℃、張力５㎏を
標準とする。 

-
6
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工 種 管 理 項 目 規格値（単位：㎜） 管 理 方 法 測 定 基 準 測 定 箇 所 備 考 

床版のデッキプレート 

フランジの直角度 

部材高 

Ｈ≦１m 
Ｈ＞１m 

±２ 
±３ 

各スパン、各部材の半数
を１箇所測定する。 

フランジ幅 

Ｗ≦１m 
Ｗ＞１m 

±２ 
±３ 

幅の変化点毎に測定す

る。 

部材長 

Ｌ≦10m 
Ｌ＞10m 

±２ 
±３ 

主構桁を半数測定する。

橋

梁

工

（

モ

ノ

レ

ー

ル

橋

）

鋼   橋 

トラス 

アーチ 
 ラーメン 

圧縮部材の曲り δ≦Ｌ／1000 

（Ｌ：㎜） 

設計値と測定
値の関係を対比
した精度管理表

を作成する。 

主構全数測定する。 

-
6
3
-



工 種 管 理 項 目 規格値（単位：㎜） 管 理 方 法 測 定 基 準 測 定 箇 所 備 考 

板の平面度 

フランジ及び 
腹板 

Ｗ／150 

Ｗ：溶接線間隔（㎜） 

変化を生じた位置で測定

する。 

鋼   橋 

トラス 
アーチ 

 ラーメン 
全長、支間 ±（10＋Ｌ／10） 

Ｌ：全長又は支間長 

（m） 

各桁毎全数測定する。 

桁、トラスの中心
間隔 

±（３＋Ｂ／２） 
×0.5} 

Ｂ：設計中心距離（m） 

１連毎の両端及び支間中
央について、各上下間を測
定する。 

現場継手の隙間 δ≦３ 全継手数の１／２を測定
する。 

そり 

Ｌ≦20m 

20m＜Ｌ≦40m 

40m＜Ｌ≦80m 

80m＜Ｌ≦200m 

Ｌ：支間長 

±５ 

－５～＋10 

－５～＋15 

－５～＋25 

設計値と測定

値の関係を対比
した精度管理表
を作成する 

主桁、主構を全数測定す

る。 

桁、トラスの中心間距離 

現場継手の隙間 

δ：δ1、δ2のうちの大きいもの 

橋

梁

工

（

モ

ノ

レ

ー

ル

橋

）

鋼   橋 

桁架設時桁中心の
ずれ 

架設時 ±50 出来形図 

-
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工 種 管 理 項 目 規格値（単位：㎜） 管 理 方 法 測 定 基 準 測 定 箇 所 備 考 

橋 台 工

基 準 高 

橋台の天端長  1 

橋台の敷長   2 

橋台の天端幅 

橋軸方向 
a1、a2

橋台の敷幅 

橋軸方向   a3

橋台の高さ   h1

胸壁の高さ   h2

控壁の厚さ   t 

※胸壁間距離Ｌ 

中心線のずれ 

±20 

－50 

－50 

－10 

－50 

－50 

－30 

－20 

±30 

±50 

出来形図及び

写真管理 

橋軸方向の断面寸法は、

中央及び両端部、その他は
寸法表示箇所を測定する。

▽：沓の位置 

※ ２スパン以上の

場合は胸壁間距
離は各径間毎に
±30㎜とする。 

橋 脚 工

橋

梁

工

（

モ

ノ

レ

ー

ル

橋

）
張 出 式

重 力 式

半重力式

基 準 高 

橋脚の天端長  1 

橋脚の敷長   2 

天端幅 
橋軸方向   a1

敷 幅 
橋軸方向   a2

橋脚の高さ   h 

橋脚中心間距離 

Ｌ 

中心線のずれ 

±20 

－50 

－50 

－20 

－50 

－50 

±30 

±50 

出来形図及び
写真管理 

橋軸方向の断面寸法は、
中央及び両端部、その他は

寸法表示箇所を測定する。

基準高は沓の位置
とする。 

-
6
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工 種 管 理 項 目 規格値（単位：㎜） 管 理 方 法 測 定 基 準 測 定 箇 所 備 考 

橋 脚 式

（ラーメン式）

基 準 高 

橋脚の長さ    1
橋脚の幅 
a1  、 d1  、  d2

橋脚の基礎幅 
a2  、 b1  、  b2

橋脚の高さ   d 

橋脚の厚さ   d3
橋脚中心間距離 

Ｌ 

中心線のずれ 

±20 

－20 

－20 

－50 
－50 

－20 

±30 

±50 

出来形図及び

写真管理 

橋軸方向の断面寸法は中

央部及び両端部で測定、そ
の他は寸法表示箇所で測定
する。 

基準高は沓の位置

とする。 

井 筒 基 礎 工

基 準 高 
井筒の長さ    
井筒の幅   a 

井筒の高さ  h 
井筒の壁厚 

t1、t2
偏心量    δ 

±100 
－50 
－50 

－100 

－20 

300 

出来形図及び
写真管理 

壁厚、幅、高さ、長さ、
偏心量については各打設ロ
ット毎に測定。 

橋

梁

工

（

モ

ノ

レ

ー

ル

橋

）

潜 函 基 礎 工

基 準 高 
潜函の長さ    

潜函の幅   a 
潜函の高さ  h 
潜函の壁厚 

t1、t2
偏心量    δ 

±100 
－50 

－50 
－100 

－20 
300 

出来形図及び
写真管理 

壁厚、幅、高さ、長さ、
偏心量については各打設ロ

ット毎に測定。 

-
6
6
-



４－２－８ 地下区間の出来形管理基準 

出 来 形 管 理 基 準 

規 格 値 
工 種

項 目 規 格 値 
測定基準 

測 定 箇 所 

支承の中心座標 
(線路方向、線路直角方向のずれ)

±１０㎜ 

隣接目地の支承座間隔 Ｌ、Ｌo、Ｌi

±１０㎜ 
３径間の総誤差 ±２０㎜ 

目地上縦距 ２×a ± ５㎜ 

目地上横距 Ｂo、Ｂi ± ５㎜ 

平面角度 θ1、θ2 ±3/1000rad 

高さ狂い 
＋ ５㎜ 
－１０㎜ 

支
承
座
の
位
置

水準狂い ±5/1000rad 

別添図２－１参照 

基準高▽ ±30 

厚さｔ1～ｔ4 －20 

幅（内法）ｗ －30 

高さ ｈ ±30 

ボ
ッ
ク
ス
カ
ル
バ
ー
ト

延長 L 
-50 L≦20m 
-100 L＞20m 

吹 付 け 厚 さ 
設計吹付け厚以上。ただし、良好な岩盤で施工端部、突出部等の
特殊な箇所は設計吹付け厚の 1／3以上を確保するものとする。

位 置 間 隔 ― 

角     度 ― 

削 孔 深 さ ― 

孔     径 ― 

地

下

区

間

構

造

物

Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｍ

ロ
ッ
ク
ボ
ル
ト

突  出  量 プレート下面から 10cm 以内 

注）良好な岩

盤とは、道路

トンネル技術

基準（構造編）

にいう地盤等

級Ａ又はＢに

該当する地盤

とする。 

吹付け厚さは、施工延長 40ｍ毎に(1)～(7)及び断面変化点

の検測孔を測定。ロックボルトは施工延長 40ｍ毎に断面全

本数検測。 

-
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第５章 写 真 管 理 

写真管理基準 

写真管理については、沖縄県土木建築部発行の土木施工管理基準に準処するものとする。 
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第６章 出 来 形 管 理 ・ 品 質 管 理 様 式 

６－１ 土木工事の出来形管理・品質管理様式 
様式-1 品質管理表（表紙）                                70 

様式-2 出来高管理表（表紙）                                71 

様式-3 測定結果総括表                                72 

様式-4 測定結果一覧表                                73 

様式-5 品質管理図表                                74 

様式-6 出来高管理図表                                75 

様式-7 品質管理図（工程能力図）                                76 

様式-8 出来高管理図（工程能力図）                                77 

様式-9 度数表                                78 

様式-10-1 X-Rs-Rm 管理データシート                                 79 

様式-10-2 X-Rs-Rm 管理データシートその２                                 80 

様式-11 X-Rs-Rm 管理図                                 81 

様式-12 土の資料整理表                                82 

様式-13 土の直接せん断試験１                                83 

様式-14 土の直接せん断試験２                                84 

様式-15 土の遠心含水等量（JISA1207)                                85 

様式-16 現場密度測定試験（置換法）                                86 
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様式-21 ホットビンにおけるふるい分け試験                                91 

様式-22 まだ固まらないｺﾝｸﾘｰﾄの洗い分析試験結果表 JISA1112                                92 

様式-23 くい打成績表                                93 
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様式-28 塗装厚測定成績表                                98 

様式-29 場所打杭（機械掘削）の施工記録                                99 
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様式-1

工　事　名

種　目

受注者名

品　質　管　理　表

-
7
0
-



様式-2

工　事　名

種　目

受注者名

出来形管理表

-
7
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様式－3

工　種

種　別

測定項目
規 格 値

設 計 値実 測 値 差 設 計 値実 測 値 差 設 計 値実 測 値 差 設 計 値実 測 値 差 設 計 値実 測 値 差
平 均 値
最 大 値
最 小 値
最 多 値
データ数
標準偏差

測定項目
規 格 値

設 計 値実 測 値 差 設 計 値実 測 値 差 設 計 値実 測 値 差 設 計 値実 測 値 差 設 計 値実 測 値 差
平 均 値
最 大 値
最 小 値
最 多 値
データ数
標準偏差

測定項目
規 格 値

設 計 値実 測 値 差 設 計 値実 測 値 差 設 計 値実 測 値 差 設 計 値実 測 値 差 設 計 値実 測 値 差
平 均 値
最 大 値
最 小 値
最 多 値
データ数
標準偏差

測　定　結　果　総　括　表
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様式－4

工事名

工　種

種　別 測定者 印

測定項目

規 格 値

測点又は区別 設計値 実測値 差 設計値 実測値 差 設計値 実測値 差 設計値 実測値 差

測定項目

規 格 値
測点又は区別 設計値 実測値 差 設計値 実測値 差 設計値 実測値 差 設計値 実測値 差

略　　　　　　　図

測定結果一覧表
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様式－5

工　種

種　別 測定者 印

測定項目 測定項目 測定項目

規 格 値 規 格 値 規 格 値

測点又は区別 設計値 実測値 差 測点又は区別 設計値 実測値 差 測点又は区別 設計値 実測値 差

平 均 値
最 大 値
最 小 値
最 多 値
データ数
標準偏差

出　来　形　管　理　図　表

略　　　　　　　図測

点

設
計
値
と
の
差

0

-
7
4
-



様式－6

工　種

種　別 測定者 印

測定項目 測定項目 測定項目

規 格 値 規 格 値 規 格 値

測点又は区別 設計値 実測値 差 測点又は区別 設計値 実測値 差 測点又は区別 設計値 実測値 差

平 均 値
最 大 値
最 小 値
最 多 値
データ数
標準偏差

品　質　管　理　図　表

略　　　　　　　図測

点

設
計
値
と
の
差

0

-
7
5
-



様式－7

工　種

種　別 測定者 印

測定項
目

規格値

品質管理図（工程能力図）

延　長
L

基準高
H

法　長
L

測

点

設
計
値
と
の
差

0

1 2

設
計
値
と
の
差

0

設
計
値
と
の
差

0

-
7
6
-



様式－8

工　種

種　別 測定者 印

測定項
目

規格値

出来形管理図（工程能力図）

延　長
L

基準高
H

法　長
L

測

点

設
計
値
と
の
差

0

1 2

設
計
値
と
の
差

0

設
計
値
と
の
差

0

-
7
7
-



様式－9
度数表

基準高　H 測定者氏名 印

12

11

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

0
-8 -6 -4 -2 0 2 4 6 8 10 12 14

（－） 設計値との差 （＋）
-14 -12 -10

度

数

回

-
7
8
-



様式-10-1

自

至

　上限値 大きさ 印

　下限値 間隔 印

　　　　　　　測　　　定　　　値
計 平均値 移動範囲

測定値内
の範囲

a b c d Σ X Rs Rm

1
2
3 X Rs
4 平均
5 累計
小計 小計

6 X Rs
7 平均
8 累計
小計 小計
9
10
11 X Rs
12 平均
13 累計
小計 小計
14
15
16
17
18 X Rs
19 平均
20 累計
小計 小計

　記　事 n d1 D4
2 1.13 3.27
3 1.69 2.57
4 2.06 2.28
5 2.33 2.11

（注） 1． 品質特性、測定単位は共通仕様書の品質管理図適用表により記入する。
2． 規格限界、設計基準値は設計図書に定められた値を記入する。
3． 管理限界線の引直しは5-3-5-7-10-10-10方式による。

（備考） 管理限界計算のための予備ﾃﾞｰﾀの区間を示す。

上記の管理限界を適用する区間を示す。

4． 以下最近の20個（平均値Xを1個とする）のﾃﾞｰﾀを用い次の10個に対する管理限界とする。

X―Rs―Rm管理データーシート

名称 工事名
期間

品質・特性 出張所・監督官

測定単位 日標準量
現場代理人氏名

測定者氏名

請負者

規格
限界

試料

試験
番号

Rm

設計基準値 作業機械名

月日

Rm

Rm

E2
2.66
1.77
1.46
1.29

Rm
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様式－10-2

X―Rs―Rm管理データーシート その2

　　　　　　　測　　　定　　　値
計 平均値 移動範囲

測定値内
の範囲

a b c d Σ X Rs Rm

X Rs Rm
平均
累計

小計 小計

X Rs Rm
平均
累計

小計 小計

X Rs Rm
平均
累計

小計 小計

X Rs Rm
平均
累計

小計 小計
　記　事 n d1 D4 E2

2 1.13 3.27 2.66
3 1.69 2.57 1.77
4 2.06 2.28 1.46
5 2.33 2.11 1.29

月日
試験
番号
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様式－11

自
上 限 値 至
下 限 値
大 き さ 印
間 隔 印

X

Rs

Rm

組の番号
記 事

X―Rs―Rm管理図

設 計 基 準 値 工 事 名 出張所 ・ 監督官

測 定 単 位 請 負 者
品 質 特 性 規 格 限

界

名 称 日 標 準 量
期 間

現場代理人氏名
作 業 機 械 名 測 定 者 氏 名
測 定 方 法

試 料

-
8
1
-



様式-12

現場代理人氏名

測定者氏名

採取地略図

試料採取地名

試料採取期日

採取地の状態
採取方法

備考

印

土 の 試 料 整 理 表 

工事名 位置

印

調査名

天　候

試料番号 試料の種類 試料項目 データシート番号 ページ
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様式-13

工事名 位置

試料採取地名 試料採取月日

試験月日 試料番号

現場代理人氏名

測定者氏名

せん断時の垂直荷重 最大せん断強さ

そのときの水平変位
せん断測定用プルー
ビングリング補正係数 そのときの垂直変位

[(補正係数/A) せん断速さ

土の直接せん断試験表1

kN/m2      mm

印

印

N kN/m2

備考ダイヤル読
み

1/100mm

水平変位
mm

ダイヤル読
み

1/100mm

垂直変位
mm

ﾌﾟﾙｰﾋﾞﾝｸﾞ
リング読み
1/100mm

せん断力
N

せん断応力
kN/m2

N/  mm mm

kN/m2

mm

時間

水平変位 垂直変位 せん断応力

1

100

1

100
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様式-14

工事名 位置

試料番号 試験月日

試験機の型 試験方法：

試料： せん断方法：

供試体断面積 プルービングリングNo.

供試体初期厚さ 補正係数

供試体断体積 土粒子の比重Gs

現場代理人氏名 印

測定者氏名 印

粘着力 c= kN/m2

内部摩擦角
φ=
tanφ=

先行圧密荷重に対する
せん断強さ
τσ= kN/m2

沈　　下　　量　　　cm
供試体体積　V′　cm3

供試体質量　W′　ｇ

湿潤密度　ρ′t＝W′/V′ g/cm3せん断
時の状

態
含水比　w′　％

せ ん 断 速 さ

最大せん断強さ　τ　kN/m2

飽和度　S′γ＝w′Gs/e′　％

せん断時の垂直荷重　σ　kN/m2

載 荷 （ 圧 密 ） 時 間

乾燥密度　ρ′d＝100ρ′t/100+w′g/cm3

間ゲキ比　e′＝Gsρw/ρ′d－1

湿潤密度　ρt＝W/V g/cm3

含水比　w　％

乾燥密度　ρd＝100ρt/100+w  g/cm3

間ゲキ比　e＝Gsρw/ρd－1

飽和度　Sρ＝w Gs/e　％

初期の
状態

供 試 体 番 号

供試体質量W　g

4

N/　　 mm

cm2

cm

5

cm3

61 2 3

土の直接せん断試験表2

1

100

垂直荷重（kN/m2）

せ
ん
断
強
さ
　
τ
（
kN
/
m
2
）

垂直荷重(kN/m
2
)

せ
ん
断
強
さ
　

τ
(
k
N/
m2
)
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様式-15

工事名 位置

試料採取地名 試験月日

試料番号

現場代理人氏名

測定者氏名

％

％

％

w c= ％ ％

備考

　試験は2回行い、2個の試験結果を比較する。
　その差は含水当量15％までのものは1％、15％以上のものは2％を超過してはならない。
　試料は標準網ふるい420μを通過したもの。

遠心含水当量　w c　％

w c＝
（Wa－Wd）－（Wb－We）

Wb－（Wc＋We）
×100

平　　均　　値

WW容器番号

現場含水当量w f＝

現場含水当量w f＝

平均値w f=

TW

Ws　Wb－（Wc＋We）g Ww

（Wa－Wd）－（Wb－We）g DW

（Wa－Wd）　　　g

（Wb－We）　　　g

DW

炉乾燥後の（るつぼ＋乾紙＋
土）質量Wb　g

Ww

るつぼ質量Wc　g

遠心分離後の（るつぼ＋湿紙
＋土）質量Wa　g

るつぼ番号

かわいたロ紙の質量We　g

湿ったロ紙の質量Wd　g 容器番号

Ww

現場含水当量w f＝

DW TW

Ws

TW

WW

Ws

容器番号

土の遠心含水当量(JIS A1207)

WW測定番号

現場含水当量試験遠心含水当量試験

印

印

1 2
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様式-16

工事名

位　置 現場代理人

測定者

月 日 時 湿潤土質量　Ww s ρt
試料No.

穴の容積　TV ρd

月 日 時 湿潤土質量　Ww s ρt
試料No.

穴の容積　TV ρd

月 日 時 湿潤土質量　Ww s ρt
試料No.

穴の容積　TV ρd

月 日 時 湿潤土質量　Ww s ρt
試料No.

穴の容積　TV ρd

月 日 時 湿潤土質量　Ww s ρt
試料No.

穴の容積　TV ρd

月 日 時 湿潤土質量　Ww s ρt
試料No.

穴の容積　TV ρd

100ρt（湿潤密度）

100＋含水比

備　考
密　度
g/cm3

印

印

含水比％＝
WW（湿潤土＋容器の質量）－DW（乾燥土＋容器の質量）

DW（乾燥土＋容器の質量）－TW（容器の質量）
×100

現場密度測定試験（置換法）

密度の測定
含水比

％
WW測定日時試験
名及び試料番号

含水比の測定

TV（穴の容積）

＝
Ww（試料中の水の質量）

Ws（乾燥土の質量）
×100

ρt（湿潤密度）g/cm3＝

Ww

ρd（乾燥密度）g/cm3＝

Ws

Ww s（湿潤土の質量）

容器番号
DW

WW
TW

DW TW
WW

Ww Ws

容器番号

DW TW
容器番号 WW

Ww Ws

Ww Ws

容器番号 WW

容器番号

DW TW

平　　　均

DW TW

Ws

容器番号 WW

平　　均

Ww Ws

WW

DW TW

平　　　均 平　　均

Ww
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様式-17

現場密度測定試験（モールド円筒法）

工事名

位　置 現場代理人

測定者

月 日 時 ρt

試料No.

ρd

月 日 時 ρt

試料No.

ρd

月 日 時 ρt

試料No.

ρd

月 日 時 ρt

試料No.

ρd

月 日 時 ρt

試料No.

ρd

月 日 時 ρt

試料No.

ρd

容器番号

平　　　均

平　　　均

密　度
g/cm3 備　考

TW TV

WW Wws

Wws

TW TV

WW

容器番号

TW TV

WW Wws

容器番号

TW TV

WW Wws

容器番号

TW TV

WW Wws

容器番号

TW TV

WW Wws

密度の測定

容器番号

平　　　均

DW TW

容器番号

Ww Ws

Ww Ws

WW

DW TW

容器番号 WW

Ww Ws

平　　　均

容器番号 WW

DW TW

Ww Ws

DW TW

容器番号 WW

Ww Ws

DW TW

容器番号 WW

TW

Ww Ws

WW測定日時試験
名及び試料番号

含水比の測定
含水比
％

容器番号 WW

DW

ρt（湿潤密度）g/cm3＝
Wws（湿潤土の質量）

ρd（乾燥密度）g/cm3＝
100ρt（湿潤密度）

TV（穴の容積） 100＋含水比

＝
Ww（試料中の水の質量）

×100
Ws（乾燥土の質量）

印

含水比％＝
WW（湿潤土＋容器の質量）－DW（乾燥土＋容器の質量）

×100
DW（乾燥土＋容器の質量）－TW（容器の質量）

印
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様式-18

工事名

位　置 現場代理人

測定者

月 日 時 湿潤土質量　Ww s ρt Sr
試料No.

穴の容積　TV ρd Va

月 日 時 湿潤土質量　Ww s ρt Sr
試料No.

穴の容積　TV ρd Va

月 日 時 湿潤土質量　Ww s ρt Sr
試料No.

穴の容積　TV ρd Va

月 日 時 湿潤土質量　Ww s ρt Sr
試料No.

穴の容積　TV ρd Va

月 日 時 湿潤土質量　Ww s ρt Sr
試料No.

穴の容積　TV ρd Va

月 日 時 湿潤土質量　Ww s ρt Sr
試料No.

穴の容積　TV ρd Va

印

含水比％＝
WW（湿潤土＋容器の質量）－DW（乾燥土＋容器の質量）

×100
DW（乾燥土＋容器の質量）－TW（容器の質量）

印

＝
Ww（試料中の水の質量）

×100
Ws（乾燥土の質量）

ρt（湿潤密度）g/cm3＝
Ww s（湿潤土の質量）

ρd（乾燥密度）g/cm3＝
TV（穴の容積）

×100

Va（空気間ゲキ率）％＝{１－
ρd（土の乾燥密度）
ρw（水の単重）

（w（含水比）＋

Gs（土粒子の比重）×ρd（土の乾燥密度）×w（含水比）
Sr（飽和度）％＝　

TW
Ww Ws

WW測定日時試験
名及び試料番号

含水比の測定
含水比

％

容器番号 WW
DW

DW TW
容器番号 WW

Ww Ws

DW TW
容器番号 WW

Ww Ws

平　　　均
容器番号 WW

DW TW
Ww Ws

Ww

WW

容器番号 WW

密度の測定
密　度
g/cm3

DW TW
容器番号

Ws

平　　　均

DW TW
Ww Ws

平　　均

土粒子
の比重

平　　均

飽和度又
は空気間
隙率％

備　考

現場飽和度・空気間ゲキ率測定試験
（現場密度測定試験置換法による）

100ρt（湿潤密度）

100＋含水比

）}×100
Gs（土粒子の比重）

1

Gs（土粒子の比重）×ρw（水の単重）－ρd（土の乾燥密度）

-88-



様式-19

工事名

位　置 現場代理人

測定者

月 日 時 ρt Sr
試料No.

ρd Va

月 日 時 ρt Sr
試料No.

ρd Va

月 日 時 ρt Sr
試料No.

ρd Va

月 日 時 ρt Sr
試料No.

ρd Va

月 日 時 ρt Sr
試料No.

ρd Va

月 日 時 ρt Sr
試料No.

ρd Va

現場飽和度・空気間ゲキ率測定試験
（現場密度測定試験モールド円筒法による）

飽和度又
は空気間
隙率％

備　考

WW Ww s

TW

密　度
g/cm3

平　　　均

容器番号

TW TV

TV

WW Ww s
容器番号

TW TV

WW Ww s

平　　　均
容器番号

TW TV

WW Ww s
容器番号

TW TV

WW Ww s
容器番号

平　　　均

DW TW
容器番号

Ww Ws

Ww Ws

WW

DW TW
容器番号 WW

Ww Ws

平　　　均
容器番号 WW

DW

WW

TW

Ww Ws

WW

DW TW
容器番号

DW TW
容器番号

Ww Ws

容器番号 WW

土粒子
の比重

密度の測定

容器番号

）}×100
ρw（水の単重） Gs（土粒子の比重）

（w（含水比）＋
1

TW TV

WW Ww s

Ww Ws

DW TW

WW測定日時試験
名及び試料番号

含水比の測定
含水比
％

Va（空気間ゲキ率）％＝{１－
ρd（土の乾燥密度）

Sr（飽和度）％＝　
Gs（土粒子の比重）×ρd（土の乾燥密度）×w（含水比）

×100
Gs（土粒子の比重）×ρw（水の単重）-ρd（土の乾燥密度）

ρt（湿潤密度）g/cm3＝
Ww s（湿潤土の質量）

ρd（乾燥密度）g/cm3＝
100ρt（湿潤密度）

TV（穴の容積） 100＋含水比

＝
Ww（試料中の水の質量）

×100
Ws（乾燥土の質量）

含水比％＝
WW（湿潤土＋容器の質量）－DW（乾燥土＋容器の質量）

×100
DW（乾燥土＋容器の質量）－TW（容器の質量）

印

印
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様式－20

工事名 位　　置

試料採取
地　　名

現場代理人氏名 印

測定者氏名 印

測定
年月日

天候
A
kg

B
kg

C
l

D
kg

比重＝A/D

(注） A　容器＋試料質量

B　容器の質量　

C　容器の容積

D　試料の質量

骨材の単位容積重量試験（JIS　A1104）

標準単重

単位容積重量＝D/C

標準単重

軽盛単重

軽盛単重

軽盛単重

標準単重

軽盛単重

標準単重

標準単重

軽盛単重

標準単重

軽盛単重

標準単重

軽盛単重

標準単重

軽盛単重

軽盛単重

軽盛単重

標準単重

標準単重
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様式－21

工事名

位　置

工種名 現場代理人氏名 印

試験年月日 測定者氏名 印

残留％
計量
比率％

残留％
計量
比率％

残留％
計量
比率％

残留％
計量
比率％

残留％
計量
比率％

残留％
計量
比率％

残留％
計量
比率％

37.5～31.5
31.5～26.5
26.5～19.0
19.0～13.2
13.2～4.75
4.75～2.36
2.36～600μm

600～300
300～150
150～75
75以下

計

アスファルト混合物（骨材）合成粒度曲線

ホットビンにおけるふるい分け試験

第1ビン 第2ビン 第3ビン 第4ビン 第5ビン 石　　粉 合成粒度

　　　　　　　　粒度範囲
　　　　　　　　指定粒度
　　　　　　　　合成粒度

ふるい目
の大きさ(mm)

種別

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

0.1 1 10 100

粒径(mm)

通
過
重
量
百
分
率
(%
)

ホットビン
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様式-22

工事名 試料採取箇所 現場代理人氏名

用途（構造物名） 試験年月日 天候 測定者氏名

㎝ %

単位重量（kg/m3）

(25) (26) (27)
実測試験

結果

セメント(kg) 細骨材(kg)

(18) (19)

(23) (24)

(21) (22)

配合

粗骨材(kg) 水(l) 計 スランプ(cm) 空気量(%)

(20)

平均値

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (9) (10) (11) (12) (14) (15) (16)

0

.

1

5

m

m

ふ

る

い

に

と

ど

ま
っ
た

水

中

重

量

(g)

細
骨
材

粗
骨
材

材料別重量

(7) (8) (17)

水

セ
メ
ン
ト

(g) (g) (g) (cc)

(13)

5

m

m

ふ

る

い

に

と

ど

ま
っ
た

水

中

重

量

(g)

容

器

＋

0

.

1

5

m

m

ふ

る

い

に

と

ど

ま

っ

た

も

の

の

水

中

重

量

(g)

試
料
の
水
中

重
量

(g)

容

器

＋

5

m

m

ふ

る

い

に

と

ど

ま
っ
た

も

の

の

水

中

重

量

(g)

試
料
の
空
中

重
量

(g)

容
器
+
試
料

の
水
中
重
量

(g)(g)

容
器
の
空
中

重
量

(g)

容
器
の
水
中

重
量

(g)

設計条件 粗骨材最大寸法 混和剤N/mm2m/m スランプ 空気量 セメント量 kg/m3 基準強度

試
料

まだ固まらないコンクリートの洗い分析試験結果表　JIS A1112

印

印

試
料
番
号

セ
メ
ン
ト

細
骨
材

粗
骨
材

No.

予備試験による比重

-
9
2
-



様式-23

くい打成績表

工事名 現場代理人氏名

打込箇所 出来形管理担当者氏名

月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日
月 日

設計支持力 公式

支持力P
（t）

測定者 摘　要

a
測定前く
い頭の高
さ（cm）

b
打撃
回数
（回）

c
測定後く
い頭の高
さ（cm）

沈下量
J=a-c/b
（cm）

印

印

くい打込み
月日

くい番号
くい径
（cm）

R
モンキー
の重さ
（t）

h
モンキー
の落下高
（cm）

くい配置図
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様式－24

現場代理人氏名： 印

調査場所名

日深度

累計

累計 記号 分類 色調
硬　　軟

その他記事 長さ 採取率

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

地下水については、湧水、漏水などが起こった場合、その深度水量について記載する。
掘進の難易について記載する。
その他・気づいた点を詳細に記載する。

（注）本表は1週間まとめて提出することができる。

回転数
回/min

摘　要
月
/
日

ビット名

摘　　要

孔　　径

使用材料

掘進速度

cm/min

機　械　名

試料
番号

作業内容

調査地点標高 予定深度

調査月日

能　　力

地下水
湧　水
漏　水

岩　　　　相深　度 コ　ア

機械ボーリング作業日報

工　事　名

調査地点番号

掘進深度

天　　候

-94-



様式-25
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様式-26
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様式－27

塗装膜厚測定表

-97-



様式-28

平均値Xおよび標準偏差S 判定

標準偏差S= 標準偏差×0.2=

平均値X= 標準偏差×0.9=

塗装膜厚測定成績表

施工管理担当者
主任技術者
監理技術者
現場代理人

目標塗装膜厚 μm

ロット番号

測定時点

μm

標準偏差×0.7=
5点平均値
の最小値

=

平均値

度数分布
膜厚Xiのクラス 中央値 チェック 度数Fi

標準偏差 μm

ヒストグラム

X＝
N

1
∑Xi＝
N

i=1

S＝
N-1

1
∑(X-Xi)2  ＝
N

i=1

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12

膜　厚　（Xｉ）

度
　
数
　
（
Ｆ
ｉ）

-98-



様式－29

設計高 設計高 設計量

施工高 施工高 施工量

印
印

施工場所
杭　　径
杭　　長

掘削機本体

クレーン

トレミー管

ケーシングチューブ

その他主要器具

cm

％
処理時間

施
工
機
械
器
具

沈 殿 物 処 理

主筋本数

施
工
方
法

天 候 （気 温）

杭　の　位　置　図

スランプ

空 気 量

コンクリート関係特
記
事
項

施 工 年 月 日

柱
状
図

コンクリート関係施工時間

調査時土質

掘　削　記　録

現場代理人
監理技術者

深

度

施　工　時

設計長

場所打杭（機械掘削）の施工記録

年　　  　　度 杭　　　　　　長 コンクリート天端高 鉄筋天端高 コンクリート量(m3) 杭 平 面 図 偏 位 置

杭位置図

N

値

土
質
名

工  事  場  所 施工長
請  負  者　名
立　　会　　人
受注人担当者名

工 　 事  　名

ケーシ
ング
配管

トレ
ミー管
配管

標

高

コンクリート高さ
ケーシング下端
トレミー管下端

-
9
9
-



様式－30

場所打コンクリート杭施工記録表
工事名：
年月日： 施工番号 NO.

時間
7:00 8:00 9:00 10:00 11:00 12:00 13:00 14:00 15:00 16:00 17:00 18:00 19:00 20:00 21:00 22:00 23:00 24:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:00 7:00

No. 深度m

mm 5

m
m 10

m3

時間 分 15

20

25

30

35

40

45

50

55

60

65

70

工

程

1)パワージャッキ設置・撤去

杭　径
掘削長
杭　長

コンクリート量

所要時間

使用機械

杭番号

14)段　　取　　り
15)片　　付　　け
16)そ　　の　　他

11)コンクリート打込

12)埋　め　戻　し
13)スタンドパイプ引抜

2)スタンドパイプ建込
3)クラブハンマー掘削
4)ロータリーテーブル設置・撤去

5)掘　　　　　削

10)スライム処理

6)ロッドジョイント
7)孔　壁　測　定
8)鉄　筋　建　込
9)トレミー管建込

-
1
0
0
-



様式－31

治　　具

付　　属　　品

接触媒質

実測屈折角

探　　触　　子

製造者名 製造番号

呼　　称

製造番号

点検責任者

探　　傷　　器

探傷器名

点検年月日

検　査　位　置　図

施工会社

工事名

圧接業者名

鉄筋ガス圧接超音波探傷検査記録

圧接工法

検査基準

検査技術者
及び資格

母材の材質
呼び名・表示径

圧接者名

検査期日

検査範囲

-
1
0
1
-



特記様式一９

コ ン ク リ ー ト 中 の 塩 分 測 定 表 主　任
監督員

現　場
監督員

現　場
技術員

工事名　：
受注者名：

測　定　者　氏　名

立　会　者　氏　名 監督

測　定　年　月　日 平成　　年　　月　　日

工　　　　　　　 　種 

コンクリートの種類

 混 和 剤 の 種 類 

セ メ ン ト の 種 類

単　　位　　水　　量

測　　定　　器　　名

測定値
（％）又は空欄

塩分量
(kg／m3）

1

2

3

計

　平均値

   備考：測定結果に対する処置を講じた事項を記入する。

測
定
番
号

受注者

時　　　　　刻

種　　　　　別

m3当たり
  使用量

コンクリートの製造会社名

-
1
0
2
-



様　式　　軌-1　　全体的通り狂い

昭和　　年　　月　　日　測定

〔£；基準面を示す〕　（単位：㎜）

10

支　柱

番　号設計値
（誤　差）

誤　差 測定値 誤　差
-5 £ 5 10

0

6 256

下　　　り　　　線上　　　り　　　線

240 -5
(左)
250

(左)
245

513 263 1 250
 〃
250

 〃
245

253 8-5 245
 〃
250 245

 〃

-4-9 160 2 160
 〃
169 164

 〃

45 11 60
 〃

59 44
 〃

-5

9-14 -4 3 15
 〃

10 6
 〃

0 5-10 0
(右)
-10

(左)
5

-55 0 4 0
(左)

5
(右)

3 3 0 0 -6 -6

設計値
（誤　差）
-5 £ 5

測定値
-10 -10

-103-



様　式　　軌-2　　全体的高低狂い
昭和　　年　　月　　日　測定

〔£；基準面を示す〕　（単位：㎜）

誤　差設計値 設計値
（誤　差）

誤　差 測定値
10-5 £ 5 10

支　柱

番　号 測定値
5-10 -10

下　　　り　　　線

£

上　　　り　　　線

-5
（誤　差）

-104-



様　式　　軌-3　　部分的通り狂い
昭和　　年　　月　　日　測定

〔£；基準面を示す〕　（単位：㎜）

10

支　柱

番　号
-5 £ 5

誤　差
（誤　差）

誤　差 測定値 設計値
-5

（誤　差）
設計値

-10 -10£ 5 10
測定値

上　　　り　　　線 下　　　り　　　線

-105-



様　式　　軌-4　　部分的高低狂い
昭和　　年　　月　　日　測定

〔£；基準面を示す〕　（単位：㎜）

10
（誤　差）
-5 £ 5

誤　差

支　柱

番　号

下　　　り　　　線

誤　差 測定値 設計値 設計値 測定値
（誤　差）

上　　　り　　　線

-5 £ 5 10-10-10

-106-



様　式　　軌-5　　水準狂い

〔直線部においては右傾斜誤差を とする〕　（単位：1/1000rad）

　)

　)

　)

　)

   50    530

誤差
-5 0 5

上り線

曲　線
支柱
番号

設計値 測定値 測定値

   50    3

下り線

設計値 誤差
-5 0 5

   50)C.C    50    52     2

    1.5    50

)C.C
T.C

1

2    20
   19
   20

   -0.5    20

   35    35     0    30

   50
   52
   51

3     0
(左)1
(右)1

    0     0

    0S｜

    5     4    -1     5
T.C
S

    0     0     0

4     0
(右)2
(左)1

   -1     0

5     0
    0
    0

    0     0

    4
S
T.C

    0     0     0     0S｜

    4     4     0

6    15
   13
   15

   -1    15

   39

   27    27     0    27T.C(

8

7    39
   40
   38

    0

   50    49    -1    50
T.C
C.C(

   70C.C(

   70
   70
   71

    0.5    70

   70    70     0

9    70
   71
   71

    1    70

-107-



様　式　　軌-6　　遊　間

測定時気温　　℃ 昭和　　年　　月　　日　測定

（単位：㎜）

ａ2

設計値

支
柱
番
号

ｂ2

測定値測定値 誤　差

ｂ1 ａ1

測定値 誤　差 測定値 誤　差

ａ1 ｂ2ｂ1

誤　差 誤　差 測定値誤　差 測定値 誤　差 測定値

設計値

ａ2

測定値 誤　差

上　　　り　　　線 下　　　り　　　線

-
1
0
8
-



様　式　　軌-7　　段違い

注　測定値が　a1 ＞　a2 のとき

　　　　　　　a1＜a2　〃 （単位：㎜）

支
柱
番
号

上　　　り　　　線 下　　　り　　　線

安定面 案内面
走行面

案内面 安定面 安定面 案内面 安定面
左 右 左 右

走行面
案内面

-
1
0
9
-



様　式　　軌-8　　伸縮継手の段違い

注 上段数字：ｉ番桁 桁面に対し凸の場合

下段数字：ｉ＋1番桁 　　〃　　凹　〃 （単位：㎜）

走行面
案内面 安定面

左 右 左 右

支
柱
番
号

上　　　り　　　線 下　　　り　　　線

安定面 案内面
走行面

案内面 安定面 安定面 案内面

-
1
1
0
-



様　式　　軌-9　　伸縮継手相互の段違い

（単位：㎜）

支
柱
番
号

上　　　り　　　線 下　　　り　　　線

安定面 案内面
走行面

案内面案内面 安定面 安定面 案内面
走行面

安定面
左 右 左 右

-
1
1
1
-



様　式　　軌-10　　複線軌道中心間隔

（単位：㎜）

6

S1

S1

S1

S1

S1

S1

S1 3.710 3.708 -2

支柱
番号

S2

設計値 測定値 誤差

3.725 3.730 5

0

箇所
支柱
番号

3.725 3.730 5

誤差曲　線 測定値設計値

S2 3.725 3.725 0

1

S2 3.710 3.715 5

3.720 3.723 3

2

3.708 33.705

S2 3.700 3.705

3.702 2

5

3

S2 3.700 3.705

〃

5

4

-2S2 3.700 3.698

〃 3.700 0

5

S2 3.710 3.708 -2

3.705 3.700 -5
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M Ⅰ 曲

F Ⅲ 直

様式：Ver.2.2

＋11 

判　定 OK OK NG 判　定 OK OK NG

西
側

L2

東
側

設計値 22,003 22,001 22,000

実測値 22,004 22,001 21,998

±0 ±0 ±0 

誤　差 －1 －1 －12 誤　差 －1 ±0 

実測値 22,002 22,000 21,988 設計値 δ1-δ2

4

設計値 22,003 22,001 22,000 δ1-δ2

OK OK

西
側

設計値 22,003 22,001 22,000

J1実測値 22,002 21,999 21,998

5 5 15

判　定 OK OK OK δ2 6 5

誤　差 ＋1 ±0 －2 

実測値

δ1

－1 ±0 ＋11 

判　定 OK OK OK 二次緊張直後

支
間
中
央

J15
誤　差 －1 

許容値：±5mm

誤　差 －1 －1 －2 走行面の直角度測定

L1

東
側

設計値 22,003 22,001 22,000

実測値 22,002 22,000 21,998

－2 －2 側
桁
端

側
桁
端

判　定 OK

許容値：±10mm

桁長測定

製作直後 二次緊張直後 第4週目

二次緊張 平成28年02月01日

-1500 ② 架 設 日 平成28年02月28日

コンクリートプラント
打 設 日 平成28年01月01日

一次緊張 平成28年01月10日

15.000
-1500

①-ａ
①-Y

株式会社オゥ・ティ・ケイ 那覇工場

平成28年01月10日 計測　二郎
第 4 週 目 平成28年02月01日 計測　四郎

橋長 半径 設計番号 沓種別 伸縮種別

Ｐ Ｃ 軌 道 桁 出 来 形 測 定 報 告 書 （１／５） 桁番号

計測日 計測者
製 作 直 後 平成28年01月01日 計測　直郎
二 次 緊 張 直 後

J1側 J15側

桁長 L1東

桁長 L1西

桁下面

桁長 L2西

桁長 L2東

東(基地)側

西(道路)側 L2東の値は弧長とし、その他は弦長とする。

桁上面

δ1

δ2

1
00

0
1
60

東(

基
地)

側

西(

道
路)

側

東側面の直角度を測定する。

桁長 L1 傾き C15傾き C1

桁長 L2

L3 L4支間 L5

J1側 J15側

-
1
2
5
-

様
式

　
軌

-
1
4
　

P
C
軌

道
桁

出
来

形
測

定
報

告
書



注1.支間長は計測値L2、L3、L4を用いて計算した算定値を示す。

注2.製作直後のL3およびL4は計算値を用いる。

注3.第4週目のL3およびL4は二次緊張直後の計測値を用いる。

様式：Ver.2.2

NG

±0 ＋3 実測値 456

10

L4

設計値 455 455 ねじれ量

456 誤　差

＋1 判　定

実測値 4 0 4 15 7

－2 

C15

設計値 7 7 7 7 7 7 誤　差

－11 

判　定 OK OK OK NG OK OK 誤　差 ＋1 

－5 

誤　差 －3 －7 －3 ＋8 

ねじれ量測定

実測値 6 5 6 5 6 5

＋6 

判　定 OK OK OK OK OK OK 実測値 454

－2 

L3

設計値 455 455 設 計 値

455 実
測
値

T
J1側

－1 ±0 J15側 ＋3 

桁端測定 許容値：±7mm

C1

設計値 7 7 7 7 7 7

製作直後 二次緊張直後 第4週目

東側 西側 東側 西側 東側 西側

東側 西側 二次緊張直後

誤　差 －1 －2 －1 －2 －1 

二次緊張直後

判　定 OK OK OK

許容値：±7mm

桁端傾き測定

22,002 21,999 21,998

誤　差 －1 －2 －2 

判　定 NG OK OK

西
側

設計値 22,003 22,001 22,000

実測値

実測値 22,002 22,000 21,998

誤　差 －11 －1 －2 

支間長(計算値＝L2-L3-L4)

製作直後 二次緊張直後 第4週目

東
側

設計値 22,013 22,001 22,000

平成28年01月10日 計測　二郎
第 4 週 目 平成28年02月01日 計測　四郎

許容値：±10mm

Ｐ Ｃ 軌 道 桁 出 来 形 測 定 報 告 書 （２／５） 桁番号 0

計測日 計測者
製 作 直 後 平成28年01月01日 計測　直郎
二 次 緊 張 直 後

桁長 L1 傾き C15傾き C1

桁長 L2

L3 L4支間 L5

J1側 J15側

T

(-) (＋)

東(
基
地)

側

西(

道
路)

側

西側倒れ量を＋、東側倒れ量を－とする。
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注1.H1およびH2は、桁天端から支承下端までの高さとする。

注2.H2は、桁天端から桁下面までの高さとする。

様式：Ver.2.2

－2 －1 ±0 

判　定 OK OK NG OK OK OK

西
側

設計値 1,930 1,400 1,930 判　定 OK

27 28

判　定 OK OK OK 誤　差 ＋1 －2 －3 

28

誤　差 ＋2 －5 ＋10 実測値 41 38 25 26

設計値 40 40 28 28

42 26 25

設計値 40 40 28 28 28

OK OK NG OK OK

実測値 1,932 1,395 1,940

西
側

－3 ＋2 ＋1 

28

実測値 1,930 1,410 1,950

東
側

H3 走行面 D 案内面 D 安定面 D

東
側

設計値 1,930 1,400 1,930 J1側

30 29

判　定 OK OK NG 誤　差 －1 ＋2 －2 

28

誤　差 ±0 ＋10 ＋20 実測値 39

二次緊張直後 製作直後

H1 H2

二 次 緊 張 直 後 平成28年01月10日 計測　二郎
第 4 週 目 平成28年02月01日 計測　四郎

Ｐ Ｃ 軌 道 桁 出 来 形 測 定 報 告 書 （３／５） 桁番号 0

計測日 計測者
製 作 直 後 平成28年01月01日 計測　直郎

J15側 J1側 J15側 J1側 J15側

許容値：±10mm 許容値：±2mm

桁高測定 段差測定

H1J1側

支間中央

H3

H2

J15側

コンクリート面

PF受台面 D

1
00

0
1
6 0

東(

基
地)

側

西(

道
路)

側

200 200

:測定箇所

東(

基
地)

側

西(

道
路)

側

H1東

H3東

H1西

H3西

・
H2東

・
H2西
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様式：Ver.2.2

OK OK OK OKNG OK OK OK OK OK
±0 ±0 ＋1 ±0 

判　定 OK OK OK OK OK
－18 ＋1 ＋1 ＋1 －1 －1 

3 2 2 0
誤　差 ±0 －2 －1 －1 ±0 

-13 7 8 7 4 3
63 62 61 60

出来形 0 -1 1 2 4
50 69 70 69 65 64

3 2 1 0
計測値 64 64 65 66 67

5 6 7 6 5 4
OK OK OK

西
側

設計値 0 1 2 3 4
OK OK OK OK OK OK

±0 ＋1 ±0 
判　定 OK OK OK OK OK OK

＋1 ＋1 ＋1 －1 －1 ±0 
2 2 0

誤　差 ±0 －2 －1 －1 ±0 ±0 
7 8 7 4 3 3

62 61 60
出来形 0 -1 1 2 4 5

69 70 69 65 64 63

J4 J5 J6 J7
2 1 0

計測値 64 64 65 66 67 68
6 7 6 5 4 3

J14 S2

許容値：±3mm

OK NG OK OK OK OK
－1 ±0 ±0 ＋1 ±0 

東
側

設計値 0 1 2 3 4 5
J8 J9 J10 J11 J12 J13

部分高低差狂い測定
第4週目

S1 J2 J3

3 3 2 2 0
誤　差 ±0 －2 －1 －1 

4 -13 7 8 7 4

OK OK OK OK OK

64 64 65 66
4 5 6 7 6 5

判　定 OK OK OK OK
±0 －18 ＋1 ＋1 ＋1 －1 

OK OK OK OK
±0 ＋1 ＋1 ＋1 －1 －1 

64 63 62 61 60
出来形 0 -1 1 2

67 50 69 70 69 65
4 3 2 1 0

計測値

-1 1 2 4
68 69 70 69 65 64

OK OK OK OK

安
定
面

設計値 0 1 2 3
OK OK OK OK OK OK

±0 ±0 ＋1 ±0 
判　定 OK

66 67
5 6 7 6 5 4

J14 S15

3 2 2 0
誤　差 ±0 －2 －1 －1 ±0 

5 7 8 7 4 3
63 62 61 60

出来形 0

東
側

案
内
面

設計値 0 1 2 3 4
J8 J9 J10 J11 J12 J13

部分水平狂い測定
第4週目

S1 J2 J3 J4 J5 J6 J7
3 2 1 0

計測値 64 64 65

平成28年01月10日 計測　二郎
第 4 週 目 平成28年02月01日 計測　四郎

許容値：±3mm

Ｐ Ｃ 軌 道 桁 出 来 形 測 定 報 告 書 （４／５） 桁番号 0

計測日 計測者
製 作 直 後 平成28年01月01日 計測　直郎
二 次 緊 張 直 後

部分水平狂いは西側面のみを測定する。

1
00
0

1
60

東(

基
地)

側

西(

道
路)
側

200 200

:計測箇所

基準線

基
準

線

δδ

δ

δ

J1側

S1

J15側

S15J2 J3 J4 J5 J6 J7 J8 J9 J10 J11 J12 J13 J14

-
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2
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様式：Ver.2.2

判　定 OK OK OK
誤　差 ±0 ±0 ±0 
出来形 0 0 0

160 150 155 160 判　定 NG計測値 150 155 160 150 155

150

誤　差 －25 －25 －25 －25 
0 0 0

安
定
面

設計値 0 0 0
OK 出来形 0判　定 OK NG

NG NG NG

150 180 160

S15 150 150 150 150誤　差 ±0 －15 ±0 
J8 150 150 150 150出来形 25 10 25

計
測
値

S1 150 150 150

東
側

案
内
面

設計値 25

第4週目
S1 J8 S15 S1 J8 S15 S1 J8 S15

25 25 25 25
計測値 150 180 160 150 165

25 25

軌道中心
(桁ｾﾝﾀｰ)

設計値
160

全体通り測定 全体高低差測定
製作直後 二次緊張直後 第4週目 製作直後 一次緊張直後 二次緊張直後

OK OK OK OK

許容値：±5mm 許容値：±8mm

OK OK OK OK OK OK

計測日 H28.01.01 H28.01.05 H28.01.10 H28.02.01

±0 ±0 ±0 ±0 
判　定 OK OK OK OK OK

±0 ±0 ±0 ±0 ±0 ±0 誤　差 ±0 ±0 ±0 ±0 ±0 
測定値

OK OK OK OK OK

安
定
面

設計値
OK OK OK OK OK NG

±0 ±0 ±0 ±0 ±0 
判　定 OK OK OK OK

±0 ±0 ±0 ±0 ±0 ＋5 
800 805

800 800 800 800 800
測定値 800 800 800 800

800 800 800 800 800 800案
内
面

設計値 800 800 800 800
J10 J11 J12 J13 J14 S15J4 J5 J6 J7 J8 J9

800 800 800 800 800
誤　差 ±0 ±0 ±0 ±0 

800 800 800 800

第 4 週 目 平成28年02月01日 計測　四郎

許容値：±4mm
桁幅測定

製作直後
S1 J2 J3

製 作 直 後 平成28年01月01日 計測　直郎
二 次 緊 張 直 後 平成28年01月10日 計測　二郎Ｐ Ｃ 軌 道 桁 出 来 形 測 定 報 告 書 （５／５） 桁番号 0

計測日 計測者

J1側 J15側

基準線
δ

側面図

平面図

δ δ

支間中央

東(

基
地)

側

西(

道
路)
側

全体通り
全体高低差

基準線

全体通りは東側面のみを測定する。

: 計測箇所

:桁幅計測箇所

δ

1
00

0
1
60

基
準

線

δ

δ

支間中央

J1側 J15側

基準線δ

δ

δ

-
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